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員団
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〃

調査先

赤池 仁

石原善太郎

古賀 欽三

岡田 勇

(財)日 本情報処理開発センター

専務理事

東京国税局総務部事務管理課長

三 井東圧(株)取 締役システム部長

日本鋼管㈱企画管理部調査室長

(財)日 本情報処理開発センター

開発本部次長

(1)オ ー ス ト リ ア

・FederalEconomicChamber

(RechenzentrumDerBundeswirtschaftskam-

mer)

・UNIVACAustria

・IBMAustria

・Bundeskanzleramt(大 統 領 府)

(2)ユ ー ゴ ス ラ ビ ア

・FederalAdministrationforInternational

TechnicalCooperation

・InstituteforAutomationandTelecommuni-

cations(MIHAJLOPUPIN)

・BeogradUniversity

・ElectroindustryNIS

当財団は,わ が国にお ける情 報処理 および情報処 理産業 の

発展 に資す るため,昭 和46年11月18日 よ り1カ 月間 にわttり

東 欧6カ 国に第五次海外情報処理実態調査団 を派遣 した。 そ

の結果 を報告書 「東欧 における情報処理の実態」 として と り

ま とめたの でここにその概要を紹 介す る。

(3)ルPtマ ニ ア

・NationalCouncilforScienceandT㏄hnology

・CenterofEconomicComputationandEcono-

micCybernetics,AcademyofEconomicStu-

dies

・InstituteofManagementInformationSyst-

emwithAutomatedMethods(lnstituteCen-

tralPOURL'lnformatique)

・ComputingCenterofBucharestUniversity

・CenterforOrganization&Cyberneticsin

Constructions

(4)ハ ンガ リー

・INFELOR
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・ReserchInstituteforAutomationoftheHun-

garianAcademy

・ComputingCenteroftheHungarianAcademy

・WorksforElectronicMeasuringGear(EMG)

・HungaranComputerEducationCenter(SZAM

OK)

・InstituteforCalturalRelations

(5)ポ ー ラ ン ド

・PolishPlanningCommision

・MERA-MAT

・Blonie

・ComputerInformaticPolishPlanningCommト

sion

・CommiteeofSciences&Tcchnology

・NationalOfficeofInformatics

・PolishNationalBank

(6)チ ェ コ ス ロ バ キ ア

・FederalMinistryofTechnology&Inventme-

nts

・CentralInstituteforTechnical&Economic

Information

概 要

東欧圏諸国におけるコンピュータの普及は,ま だ低度

ではあるが,将 来におけるコンピュータ活用についての

意欲は高い。ここ二,三 年わが国に も各国から調査団が

派遣されてきたが,こ れ らの調査団との接触を通じても

東欧諸国が積極的にコンピュータを導入し,そ の高度利

用を目指 していることが うかがい知ることができた。し

かしながらこれ等の国々とわが国との関連は従来余 り密

接でなく諸資料の入手 も十分 とはいえなかったために具

体的な実状を知ることに欠けるうらみがあった。 もとよ

り,西 欧または米国 と比較して,こ れ等の国々のコンピ

ュータ活用の現況か ら直 ちにわが国の情報処理分野に資

する技術手法などを得ることを期待することは困難であ

る。しかしながら東欧諸国は,社 会主義国家として経済

の運営は総合的,計 画的に行なわれ,諸 々の行政政策の

実行も経済運営 と密接な関連を もちな が ら,よ り高度

に,よ り総合的に計画されるべ きであ り,情 報処理に関

する基本的方針 もここにあると思われる。 この意味から

情報処理の体制の整備 も国家全体の見地か ら行なわれて

いるであろうしまた現在行なわれていない としても将来

計画 としてその実現が試みられているであろ う。 もとよ

りわが国は,自 由主義国家であ り,国 の体制を異にする

東欧諸国で計画されていることを直ちに移植することは

困難であるが,少 くとも国全体を通ずる今後の情報処理

に関する諸問題について参考にする点もあろうし,ま た

企業として も企業全体を通ずるMISに 関する考察など

には別の角度か ら見た材料が提供 されることも期待でき

る。第二にコメコン圏内においては情報処理に関して,

ハー ドウェア部門においても,ソ フ トウェア部門におい

ても,ま たデータ流通分野においてもソ連を中心 として

国際分業が行なわれ,ま た行なわれつつあるといわれて

いる。東欧の諸国は,一 国一国として見れば余 り大 きく

ないし,コ ンピュータの市場 も狭い。コンピュータ導入

のヌピー ドが高 くて も各国がそれぞれハー ドウェアを製

造することは到底不可能であろうし,国 際分業によりそ

の短を補うことは当然行きつ くところであるが,同 じ社

会主義国家 とはい うものの各国は経済地盤 も歴史 も異に

してお り,それぞれの国が実状を異にしている点 もある。

その中でどのようにうまく国際分業の実があが っている

かは,わ が国が国際社会の中に入 っていくために大いに

参考になることである。特に,新 しい市場 として米 ・英

・仏等が東欧地域に大いに注 目している点,わ が国に と

ってもこれ等の国々の今後の方針を知る必要が多い。

以上のようなことが,今 回われわれが東欧諸国を訪問

し調査した主要な意識である。 もとより短期間にこれ等

の実情を十分に把握することは困難であり,む しろ この

ような問題意識 を相手国に提起し,各 国の然るべ き機関

(事実われわれは,ど のような組織機関があって,情 報

処理問題について窓口になっているるかを知 らな か っ

た)と の連繋を深め今後,相 互の情報を交換し,従 前よ

りも,確 実な情報を得て,実 体の知悉に努めることを期

していた。幸にして訪問先各国の理解 と協力が得られ今

後の友誼関係は十分に確立されると思われ,短 期間にし

ては相当な調査収獲もあったと思われる。
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1.オ ー ス トリアの 地 位

わ れ わ れが 今 回訪 れ た先 は,ユ ー ゴ ス ラ ビ ア,ル ー マ

ニ ア,ハ ン ガ リー,ポ ー ラ ン ド,チ ェ コ ス ロバ キ ア の東

欧 圏 とオ ー ス トリアで あ る。 この 中 で オ ー ス トリアは 共

産 圏 で な く西 欧 圏 に入 って い て 他 の5カ 国 とは 根 本 的 に

体 制 を異 に す る。 し か しな が らオー ス トリアは,そ の 地

理 的 条 件 な どか ら も,現 実 には 西 欧 圏 と東 欧 圏 の 橋 渡 し

的 な 地 位 に あ る。 事 実,自 由経 済 国 の 各 種 の機 関,特 に

貿 易 関 係 の機 関 は,オ ー ス ト リア に い わ ば東 欧 との接 触

基 地 を 設 けて お り,オ ー ス トリア を足 場 に し て東 欧 に ア

プ ロー チ し て い る。 そ の た め東 欧 の 経 済 情 勢,特 に コ ン

ピ ュー タ につ い ては オ ー ス トリアで 得 る ところ が 少 くな

い(ア メ リカの コ ン ヒ。ユ一 夕会 社 の 進 出 もオ ー ス トリア

の 市 場 だ けで は 考 え られ な い。 現 にIBMは,オ ー ス ト

リア を 中心 に し て東 欧各 国 を担 当 す る体 制 を整 備 し て い

る)。 この点 か らオ ー ス トリア 自体 の こ とよ り以 上 に 重

視 され るべ き特 殊 な 地位 に あ る もの とい え よ う。

オ ー ス ト リア の コン ピュー タ に関 す る情 勢 は 全 くの 自

由化 の現 実 で あ って,国 内 に,コ ン ピ ュー タ関 係 の 産 業

が な い(成 立基 盤 も小 さい)だ けに コ ン ヒ。ユ一 夕は100

%輸 入 で,他 の 西 欧 諸 国以 上 に ア メ リカ系 の独 占市 場 に

近 い。 従 っ て,コ ン ピ ュー タ導入 に 関 す る国 の 施策 とい

うよ うな もの は ほ とん どな い とい って も よ く,コ ン ピ ュ

ー タの 売込 み
,ソ フ トウ ェア の開 発 指 導 もほ とん どア メ

リカ系 の会 社 が 主 導 権 を握 ってい る。

ま た,独 立 の 計 算 サ ー ビス業 らし い もの もな く,IB

M,UNIVAC等 の セ ン ター が デ モ ン ス トレー シ ョンを

兼 ね て配 置 され サー ビ ス を し てお り これ で 要 求 は ほ とん

ど満 た され て い る と見 て よい 。 オ ー ス トリアに お け る コ

ン ピュー タは,余 り大 型 の もの は な く政 府 公 共 機 関 お よ

び鉱 工 業 関 係,金 融 機 関 等 に設 置 され て い る もの が 多い

が,そ の用 途 は,計 算 処 理,事 務 処 理 統 計 等 を 主 体 に し

て い る。 ま だ,よ り高 度 の 分 野 に 拡 が る以 前 で あ る と も

い え る。

もっ と も注 目すべ き こ とは,オ ー ス トリア は,歴 史 的

理 由か ら,大 企業 の ほ とん どが 国営 で あ っ て特 に 製 造 業

の大 きな もの は 国営 で あ る こ とで あ る。 従 って ,コ ン ピ

ュー タの ユ ー ザ ーは,政 府 の 息 が か か って い る ものが 多

い こ とで あ る。 しか しな が ら,コ ン ピ ュー タ の導 入,そ

の 使 用 分 野 は,ほ とん ど 自由企 業 の場 合 と同 じ で あ っ

て,そ れ ぞ れ の 白山 裁量 に ま か され て い る。 た だ,政 府

機 関 関係 の コン ピュー タ の導 入 に 関 し ては コ ン ピュー タ

の利 用 度 向 上 を も含 ん で,コ ー デ ィ ナチ オ ンコ ミッテ イ

(67年 設 立)が 介 入 す る ことに して い る。 しか し,こ れ

も各 省 の 予 算 の 範 囲 で は,実 際 は積 極 的 に介 入 は で きな

い 模 様 で あ り,導 入 機 械 の 効 率 の監 査,特 別 予 算 の 追 加

の 承 認,遊 休 コ ン ピュー タ の積 極 利 用 に 関 す る勧 告等 に

と どま る もの と見 られ,国 営 企 業 に つ い て は,ノ ー タ ッ

チ で あ り,そ れ ほ ど強 い コ ン トロー ル を して い る とは思

えな い。 政 府 当事 者 は,勿 論 この ま ま で は不 完全 で あ る

の で もっ と統 合 的 見 地 か らの コ ン トロール を考 え てい る

よ うで あ るが,こ の よ うな こ とが 実 現 す れば コ ン ピュー

タの利 用 の高 度 化 も促 進 され るか も知れ な い 。 い つ れ に

し て も政 府 全 体 とし て判 然 とした もの を把 握 し て お ら

ず,デ ー タ 自体 む しろIBM,UNIVAC等 の 進 出 企業 が

握 っ てお り,コ ン ピュー タ関係 技 術者 の 教育 も十 分 な 体

制 は な く コン ピュー タ会 社 が主 導 権 を握 って い る よ うな

有 様 で あ る。

2.東 欧圏調査の特色

従来,当 財団の調査団は,事 前に訪問先を選定し,訪

問希望先 と調査項目内容を打合せ,日 時等の決定を行な

うのを常 としたが,今 回は訪門予定国内の事情を判然 と

掴んでいなかったので,事 前にこのような連絡をとるこ

とができなかった。 このため在日の各国大使館を煩わし

て当方の調査の趣旨に沿ってそれぞれの国におけるアレ

ンジをしてもらったのである。各国の大使館の絶大な御

厚意によりわれわれの受入れは心 よく認めてもらうこと

ができたが,出 発前とい うより各国に到着する事前には

ほとんど訪門先機関の事情を知ることはできず,少 なか

らず不安のあったことは事実である。しかしながら,い

つれの国においても飛行場までそれぞれ責任者の出迎え

を受けた。

その後の計画については,い つれも綿密なスケジュー

ルが組まれてお り,毎 日責任者の案内によってスケジュ

ールをこなしてゆけばよい状態であって,こ の意われわ

れ自身が心をくばる労は全 くなかった。それのみな らず

必ず手厚い公式のレセプション,或 は遊覧の案内を受け
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て心か らの もてなしには深く感謝するところである。た

だ,わ れわれが遺憾に堪えなかったことは,事 前の知識

が欠除していたため,訪 門先の各機関の正確な内容また

は各機関相互の関連性,全 体の中における地位等につい

て,理 解するのに骨が折れ,そ の説明を受けることに可

成 り多 くの時を費やさざるを得なか った ことである。

次に,各 国とも情報処理に関する海外の実情について

の関心は極めて高く,先 進国の一つ としてのわが国の実

態については,こ れを学びとろう とす る意欲が大 きい

(また,わ が国を訪れて調査し,わ が国の事情を知って

いる人々も少からずあった)。

従 って,た だ先方の実情の説明を受けるだけでな く,

われわれが日本について語らされることが多く相互の意

見交換 も多かった。 もとより国情を異にしているので必

ずしも相ノエに十分な理解は得られなかったか も知れない

が,情 報処理 という点においては共通的な問題点も多く

可成双方に得るところがあったと思える。行政組織,経

営主体,教 育制度等の差のあることをつい忘れ勝ちで相

互に自らの立場で語るときは同じ川語でも意味するとこ

ろが異ることは十分に留意しな くてはならない と思われ

た。典型的な一例としては,東 欧諸国が極めて重視して

いるNISの 意味するものは,政 治的行政執行のために

全国的な必要情報を如何に効率的に収集し分析するか と

い う点にあって,わ が国で用いられているNISの 意味

と相違する。

更に注意すべ きことは,当 然のことであるが共産主義

国家とい う一本の概念では律し切れないことである。

各国は,そ れぞれ人種,産 業構成,歴 史等々を異にし

ているので,少 なからず各国の独得の性格をもっている

ことは否み得ない。

今回の調査に当たってもユーゴスラビアは,他 の4カ

国とは極めて大きな差異を見せていたし,ル ーマニア,

ハンガリー,ポ ーラン ドについては,情 報処理政策に類

似点が多く感ぜ られたが,そ の実体については,な お少

か らぬ相異点が見 られる。

従 って,各 国の調査結果を簡単に総括することは反っ

て誤を犯すことになりかねないし,ま た各国の実情を比

較して軽々しく論をなす こともまた十分に懐しまな くて

はならないところである。

3.基 本計画

情報処理の基本計画,コ ンピュータの計画的導入につ

いては,ユ ーゴスラビアを除 く各国は,そ れぞれ中心機

関 となるものがあって,そ れぞれの衝に当たっている。

しかしなが ら,全 体的拡が りをもつ機関としては,ポ ー

ラン ドの各省庁を超えた科学技術委員会とその実行機関

である情報科学技術庁,ル ーマニアの科学技術国民評議

会とその下部機構である中央情報処理局が特に目覚まし

くまた全般的な政策立案に大 きな力をもっていると思わ

れた。しかし,こ れ等の機関 もその設立の時期は余 り古

くわな くむしろまだ十分な体制は,整 備していな くて,

今後の活動を期待するところが多いようである。いずれ

にしても具体的な国家的プロジェク トの決定,コ ンピュ

ータ導入における各種分野の優先度の決定等を統一一的に

行なって体制の整備が強力に進められている。ただしこ

のような体制以前には,各 部門の要望によってそれぞれ

コンピュータが導入 されていた模様であって,コ ンピュ

ータの設置台数等について も必ずしも判然把握していな

いのではないかと思われる点もあるし,ま た経済力の余

り強 くない国 としては,コ ンピュータめ有効率をあげる

ことが大事であるに も拘らず,従 来は,や やもすると無

駄な用途または誤った使用方法があったのではないかと

思われる点 もあつて大いにこの点を総合的に改めなくて

はならない,と い っていたことなどからも体制整備の必

要性を察知することができた。

しかしなが ら,今 後の方向 としては強力に統一的計画

が推進されるであろう。ハンガ リーではむしろ行政機関

としての産業省がハー ドウェアを中心にしてソフ トウェ

アにおよぶ計画の管理を行なっているようであ り,前 二

者のような強力な機関はないように思われる。チェコス

ロバキアでは,コ ンピュータ生産は連邦工業省,技 術開

発は連邦技術振興省が担当しているが,統 一的にコンピ

ュータ導入計画または開発プロジェク ト計画を作成して

いるようには思われない。コンピュータ導入に当たって

国産機の優先を指導しているぐらいの極 て軽度のコン ト

ロールに止まっているのではないかと思われる。ユーゴ

スラビアは,ほ とんど総合的国家計画 らしい ものはなく

自由経済国家と同様であると見 られる。
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4.コ ンピ ュー タの 利 用分 野

東 欧 諸 巨]のコ ン ビ、、一 夕設 置台 数 は,ユ ー ゴ ス ビ'・'ソ

250台,ポ ー ラン ド約250台,ナ ェ コス1]バ キ ア240台,

ハ ンガ リー150台,ル ー マ ニ ア50台 程度 とい わ れ ま だ

そ れ程 大 きな もの で は な い。 し か しな が ら,こ こで注 「1

すべ きこ とは,こ れ等 の台 数 は,必 ず し も汀三確 でな く,

い つ れ も もっ と多 い か も知 れな い し或 は少 い数 で あ る と

もい わ れ る。 計 画経 済 国 家 で あ る し コ ン ピ ュー ク設 置台

数 も多 くな い の で正 確 な台 数 が 把 握 され て い るか と思 わ

れ た が意 外 な感 が しな い で もな い。 コ ン じ。ユ一 夕の 導 入

が 国 家 的計 画 とし て意 識 され て きたの は まだnが 浅 い か

らで あ ろ う。 コ ン ピ ュー タ の生 産 は,ポ ー ラ ン ド,チ ェ

コス ロバ キ ア,ハ ンガ リー等 で行 な われ てい るが,い つ

れ もま だ少 量で あ り,ポ ー ラ ン ド以 外 の 国 は 大 半 若 し く

は大 部分 が輸 入 に 依 存 し てい る。 今 後 の コ ン ピュー タ増

設 計 画 では い つ れ の 国 に お い て も極 め て積 極 的 で あ り,

1975年 には 倍 増 す る もの と見込 ま れ て い るが,生 産 の増

大 は 及 び もつ か な い た め コ ン ビ。ユ一 夕の輸 入 は 殊 に大 型

の もの で増 大 す る ことが 予 想 され る。 この 場 合 コ メコ ン

諸 国の 間 に コ ン ピ ュー タの 生 産 の 分 業 計 画 もあ るが,そ

の 増 産 の 達 成 率 か ら見 て もコ メ コ ン以 外 の 自 由経 済 国 家

か らの 輸 入 の 増 大 に 期 待 す る と ころ が 多 い で あろ うし,

ハー ドウ ェア また は ペ リフ ェラル の 生 産 に つ い て も既 に

英 国 のICLや 仏 のCIIの 技 術導 入 が行 な わ れ て い る

よ うに技 術 導 入 の 問題 が 前 面 に 出 て くるで あ ろ う。 ナこだ

問題 にな るの は,い つ れ の 国 も国 際 収 支 面 の 制 約 が大 き

い の で,技 術 援 助 経 済 協 力 の 必 要 性 が 多 く,単 な る経 済

ベ ー ス,貿 易 ベ ー ス で は乗 り難 くい 問題 が あ る。 ユ ー ゴ

ス ラ ビア は何 国 を とわず 技 術 経 済 の 援 助 が あれ ば 受 け る

とし て い るが,他 の 国 にお い て も無 条 件 でな い ま で も こ

の よ うな 要 望 は極 め て強 い もの が あ る。

東 欧 国 の コ ン ピ ュー タは,ま だ そ う大 型 の もの が な く

中型,小 型 が 中 心 で政 府 機 関,研 究 機 関,大 学 等 の 他 は

工 業 部 門 にお け る設 置 が 大 部 分 で あ る。 コ ン ピュー タの

活 用 分 野 は各 国に お い て それ ぞ れ 異 に して い るが(ユ ー

ゴ ス ラビ アの 発 電 所 の オ ー トマ テ ィ ッ ク ・コ ン トロー ル

・シ ス テ ム,ル ー マニ アの 石 油化 学 の プ ロセ ス ・コ ン ト

ロール,ハ ン ガ リーの 化 学工 業 に お け る生 産 の最 適 化 計

画,ポ ー ラン ドの 計 量 経 済 学 的分 析 な ど),い つ れ も現

段 階 で は 研究 用,科 学 分 析 川 を1ヨ{こに す うが,或 は ・川二6

処理 まk;t統 計処 」]1!等の フ丁野 に と ど ま 一,てい て,ま だ き

して総 合 的 な 分 野 に及 ん 〉('(kいな い と見 られ る、、 しか し

な が ら,今 後 意 欲 的 に取 組 ん で い く点 と して いつ れ の 国

も等 し く強 調 し て い る点 は 生 産 部liilにお け るNCま た は

CAD,更 に主 要 生 産 工 場 にお け る ゾ ロ セ ス ・コ ン トIl

－ ル に重 点 を わ く と共 に企 業 情 報 シ ス テ 人(BIS)と

特 に 国 家情 報 シ ス テ ム(NIS)に 最 重 点 を お く とし て

い る。 特 にNISに つ い ては 国 家 経 済 計 画 を 中心 に,生

産,金 融,輸 送 等 々の 部 門 を通 じて総 合 的 な シス テ ムの

樹 立 を 「1ざし て い る。NISに つ い て は極 め て熱 心 に議

論 され たが,ま だ 現 在 の段 階 で は 根 幹 的 議論 の段 階 で,

具 体 的な ゾVジ ェク トには な か な か 及 ん で は い な い感 は

免 れ なか った。

ソ フ トウ ェアの 開 発 は,ほ とん どが 各種 の研 究 機 関 が

主 体 とな って 行 な って い る。 も と よ り国柄 で もあ るか ら

企 業 的 な ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ スは な い が,ハ ンガ リー の

INFELORの よ うに ソフ トウ ェア 開発 の 専 門 機 関 が み ら

れ た 。 ま たい わ ゆ る計算 セ ン ター 的 な もの は ま だ さし て

数 は 多 くな い が 今後 拡 大 す る計 画が あ る。現 在,主 と し

て研 究 機 関 の コ ン ピ ュー タ ・セ ン ター が 部 分 的 に 他 の機

関 の 需要 に応 じて い るのが 実 体 で あ る。 もと よ り単 独 の

企 業 経 営 体 を と ってい な い の で必 要 に 応 じて コン ピ ュー

タの 余 裕 時間 は そ れぞ れ が 利 用 しあ って い る。

5.技 術者教育

急速な情報処理の進展とコンピュータ設備の増大に伴

って,情 報処理関係技術者の不足が問題 となることは東

欧諸国においても同様であり,特 にコンピュータの歴史

がまだ浅いだけに専門家の養成はこれからが重 要 で あ

る。ポーラン ド,ル ーマニアの最高会議においても技術

者の養成,人 材の充足は最 も大 きな施策の一 として取上

げられている。東欧4カ 国の技術者養成の主力は学校教

育にあり,国 々において差はあるが,い つれ も大学また

は高等学校に情報処理に関するコースを設置,ま たは増

設をはかっている。大学,研 究所のコンピュータの使用

の主力はまだ研究用のためであるが次第に情報処理教育

用に活用する方向にあると思わられる。いつれの国にお

いても大学に基礎的なプログラミング ・コースを設ける
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と 共に 理 論 的 研 究 ノじ得 な,、て い るが,特 に 日 、アつ の は,

ポ ー フ ン ドで 多 くの人 学 の みな らず 高ん8;実態学 校 で ・般

コ ン ピ ュー タ教 育 か ら専 門 家教 育 を実 施 し て い る こ と,

ハ ン ガ リー で専 門 の 教 育機 関 とし て独 自の教 育 セ ン ク ー

設 置 し学 校 教 育 の 補足 を を す る と共 に独 自に 専 門 家 を 養

成 し て い る こと,ル ー マ ニ ア が大 学 計算 セ ンク ー と協 力

しな が ら経 済 研 究 ア カデ ミー に ・享門 的 研 究 グ ル ー プ と講

座 を もつ こ とな どが 特 色 あ る もの として指 摘 で きる。 注

〔に値 す るの は 各大 学 ま たは 研 究 所 に 才∫け る コ ン ピ ュー

タ ・セ ン クー は,い つ れ も学 生 等 の コン ピ ュー タ実 習 に

つ い て 一 定 時 間 或は,一'定 期 川 計 画ll勺に 開放 され,特 に

ハ ンガ リー の如 く休暇 の 時 期 に 学生 を一 時雇 用 し,実 務

訓 練 を兼 ね て行 な って い る よ うな ケー ス も見 られ る こ と

で あ る。 ま た大 学 研 究 機 関,開 発 機 関 ま たは 生 産 業勺;の

企 業 に お け る 専 門家 は相 ノ∫二に融 通 し あ い,教 育 の 面 に お

い て これ等 の 人 材 を 活 用 して い る。 数 は まだ そ う多 くは

な い だ けに優 秀 な 専 門 家(ア メ リカ等 の 知 識 も 十 分 も

ち,研 究 者 とし て も高 度 な 知識 を もつ)を グ ル ー プ とし

て フル に沼 川 す る方法 を とっ てい る こ とは教 育 者 が少 い

場 合 当然 の こと とは い え るが,そ の力 を結 集 す る方 法 と

し てわ れ わ れ も考 え させ られ る。 いつ れ に し て も高度 の

専 門 家 が少 く,教 育 課 程 に つ い て適 当 な もの が 確 立 して

いな い こ とな どは 問 題 と され て お り,わ が 国の 教 育 に つ

い て極 めて 強 い 関 心 を示 し,特 に 新 設 され た情 報 処 理 研

修 セ ン タ ーの 内 容 に つ い ては,い つ れ の 国 にお い て も大

きな 話 題 とな った。

ま た,人 材 の 不 足 を補 い 技 術 者 を養 成 す る た め先 進 諸

国 か らの技 術 者 の 派 遣,専 門 知 識 取 得 の た め研 究 員学 生

の受 け入 れな どにつ い ては 熱 心 な 要 望が あ った。 ユ ー ゴ

ス ラ ビア に お い て も国 際 技 術 協力 局 が その 中心 とな っ て

お り強 い協 力 関 係 を 求 め られ たの も印 象 的 で あ った。 ま

た教 育 に 関 す る もの だ け では な く研 究 の た めの 重 要 な 手

掛 りと して情 報 処 理 に関 す る諸 般 の 事情 につ い て細 大 と

な くで きるだ け情 報 が得 たい と欲 してい るが わ れ わ れの

注 目を ひい た の は,ポ ー ラン ド,ハ ン ガ リー 等 を始 め とし

て,東 欧 諸 国 が そ れ ぞれ の 研究 内容(シ ステ ムの 開発,

プ ログ ラ ムの 内 容等)に つ い て英 語 また は フ ラン ス語 に

よ る報 告書 を並 行 的 に 作成 し,国 際 的 に ギ ブ アン ドテ ー

クに 資 す る こ とに 努 め て い る と見 られ る こ とで あ った。

6.コ メ コ ン諸 国 間 の 国際 分 業 等

コ メ コン諸 国 の 間 で コ ン ピュー タを 協同 開発 し,国 際

的 デ ー タ ・ネ ッ トワー クを 設 立 して コ メ コン 諸 国全 体 の

総 合 計 画 が,ソ 連 を中 心 とし て計 画 され て い る 。 前 者

は,ソ ル シ ャ ワ条 約 国の 共 同`1ば と して既 に取 り上 げ ら

れ後 者 は1970年1,月 に開 催 され た ソ連,東 独,ポ ー ラン

ド,ブ ル ガ リア,ハ ンガ リー,ル ー マ ニ ア,チ ェ コス ロ

バ キ ア,モ ン ゴ ルが 出 席 した 国 際 科 学 技 術情 報会 議 で取

り上 げ られ て い る。

コ メ コン諸 国 の コ ン ピュー タの 協 同 開 発 は,各 国 が分

担 し,開 発 〕三力 を集 中 す る国 際 分 業 に もつ な が って い る

が,大 型は ソ連 が,ポ ー ラ ン ドは 中 型,チ ェ コス ロバ キ

ア は 中小 型,ハ ンガ リー は ミニ コ ン ピ ュー クに 開発 生 産

を分 担 し,周 辺 装 冊 に つ いて も,担'11を 決 め て実 施 に移

され て い る。 ま た,ソ フ トウ ェアの 開 発 に つ い て も各 国

分 担或 は協 力 を し て い る。 東 欧 各 国の 国 の 規模 か らみ て

も一 国 が あ らゆ る種 類 の コン ピュー タの 開 発生 産 を行 な

うこ とは財 政 的 に も市 場 的 に もま ナこ技 術的 に も困難 で協

力 共 同 開 発 は 経 済 的 に も政 策 的 に も有 利 で あ る。 従 って

欧 米 諸 国 との技 術 的 関 連 性 の 維持,各 国の もつ 開発 意 欲

の 制 限 な ど問題 は あ る と して も実 現 化 の方 向 に あ る。 現

に ハー ドウ ェアの 生 産 ソ フ トウ ェア の 開発(ユ ー ゴ ス ラ

ビ ア も具 体 的 に は参 加)に 関 して は ソ連 を 中心 に各 国の

専 門 家 は毎 月 の よ うに モス ク ワに集 合 し,相 互 連 絡 と研

究 を重 ね て い る模様 で あ る。

コメ コ ン諸 国 を通 じて800に お よぶ 地 方 情 報 処 理 セ ン

タ ーの ネ ッ トワー クを作 り,・fン タ ー ナ シ 。ナル に 住 民

産 業,輸 送等 の 詳細 デ ー タを収 集 す る構 想 は,1980年 を

目標 と され て い るが,現 実 に は発 想 の 段 階 を 出 て い な

い 。 な るほ ど東 欧諸 国 は経 済 計 画 策 定 に 資 す るた めNI

Sを 最 も重 要 な 課題 とし て と りあ げ ては い るが,こ の 問

題 は安 易 に解 決 を見 る もの で はな い し,各 国 間 に そ れ ぞ

れ 異 な る事 情 も内在 す る。 この 問題 に つ い て は 各 国 の 間

に は ま だ具 体 的 な連 繋 は な い よ うに 見 え た。 ま た 技術 的

に 見 て も一 国 内 で も容 易 に解 決 しな い 標 準 化,コ ー ドの

統 一,ネ ッ トワー クの あ り方 等 が 国の 枠 を越 え て,急 速

に よ り広 い 範 囲で解 決 す る こ とは 困 難 で,東 欧 諸 国 もこ

の 問題 の 実 現 に は極 め て大 きな 問題 を含 ん で い る と考 え

て い る よ うで あ った。
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■ 寄 稿 ■

昭和47年 度情報処理振興施策について

田 谷 廣 明*

●

`

1

は じめに

わが 国の コ ン ビ ュー一夕の 設 置 金 額 は,昭 和46年9月 末

現在 で1兆 円 を 超 え,台 数 に して 約1万1,000台 とな リ

ア メ リカに 次 い で 世界第 二 位 の コ ン ヒ。ユー タ保 有 国 とな

った。

昭 和46年 に は,ま た,情 報 産 業 界 に とっ て もIBMの

370シ リーズ に 始 ま る世 代 交 替 の 動 きや 自 由化 問 題,国

際 通 貨 不 安 を 発 端 とす る円 の切 上 げ 問題,コ ン1三,一 夕

産 業 の再 編 成 問 題 とい った 多 くの 問題 に 直面 した。 ま さ

に 激 動 の年 で あ った。 今 後,わ が 国 の情 報 産 業 が この よ

うな 国 際化 の 問題 に い か に対 応 し て い くかが 大 きな 課 題

とな って い る。

一 方
,こ こ数 年 の コ ン ピ ュー タの 普 及 に よ る情 報 化 の

進 展 には 目 ざ ま しい もの が あ った が,昭 和46年 に お い て

は,景 気 の 影 響 もあ って か,そ の 伸 びが 鈍化 し,い わ ば

情報 化 の第2ラ ウ ン ドに入 った感 が あ る。

今 後 は,今 ま で の よ うに,企 業 の ス テ イ タ ス ・シ ン ボ

ル と して 誰 もが コ ン ピ ュー タを尊 人 す る とい った 時 代 で

は な く,厳 し い コス ト意 識 に よ る効 率 的 な コ ン ヒ。ユー ク

利 用 が強 調 され一 種 の 反 省 期 に 人 る こ と とな ろ う。 この

よ うな環 境 の 中 で,第2ラ ウ ン ドの 情 報 化 を い か に 進 め

て い くか が も うひ とつ の 大 きな 課 題 で あ る。

この よ うな 基 本 的 な 考 え に 立 って,昭 和47年 度 予 算 に

つ い て も,今 まで の 情報 産業 の 育 成施 策 や情 報 化 促 進施

策 の 一層 の 拡充 が 行 な わ れ て い る。 以 下,こ れ らに つ い

て簡 単 に述 べ て み よ う。

*通 商産業省 重工業局 電子政策課 通商産業事務官

ハー ドウェア業の現状とその振興策

わ が 国の コンtOユ'一 夕の 生 産 は,3,000億 を 超 え,わ

が 川 イ∫数 の 戦 略 産 業 で あ る電 子1:業 全 体 の8%を 占め る

に至 った。 実 働 状 況 は,既 に 述 べ た とお り,約1万1,000

台,1兆li」 とな り,そ の うち,国 産 機 が55%を 占 め て い

る。

と ころ が,こ れ を メー カー別 にみ てみ る と,日 本IB

Mが 断 然 トップ で,わ が 国 市場 の 約30%弱 を 占め,国 産

上 位3社(富 士 通 ・n電 ・日立)が ほ ぼ15%ず つ で これ

に 続 き,ユ ニパ ックが10%弱 とな って い る。

世 界の コ ン ビoユ一一ク 市場 を み て み る と,典 型的 な ガ リ

バ ー 型 寡 占 をな して お り,IBMが 世界ll∫場 の7割 弱 を

占 め,こ れ に 「7人 の 小人 」 とい わ れ る ア メ リカ勢 が続

き,ア メ リカ企 業 全体 で90数%を 占 め てお り,ICLを

筆 頭 とす る ヨー ロ ッパ勢 は 合 計 し て も4%弱,わ が 国6

社 を合 計 し て も3%弱 にす ぎな い 。

コ ン ピュー タは,そ の コ ン ポー ネ ン ト技 術 を中 心 に ほ

ぼ5～6年 の スパ ンで 大 幅 な 技 術 革新 が 行 な わ れ てお り

これ を 世代 と呼 ん で い る。70年 に人 ってIBMは ,370

シ リー ズ を 発 表し,[[t代 交 替期 を迎 え つ つ あ るが,コ ン

ポー ネ ン ト技 術 の 面 で は,従 来 の よ うな 飛 躍 が み られ な

い こ とか ら3.5世 代 とll乎ん で い る。 この3.5il±代機 種 は,

従 来 の機 種 に 比 し て,コ ス トeパ フ ォー マ ン スが数 段 優

れ て お り,.わ が 国 メー カ ー も,対 抗 機 種 を 早 急 に 開発 す

る必 要 に迫 られ る こ と とな った 。

この よ うな 厳 しい 環 境 の 中 で,昨 年7月,大 幅 な 白山

化 措 置 が決 定 され た。 これ は,資 本 に つ い て は,3年 後

自動的 に 自由化,輸 入 に つ い て は,記 憶 機 と端 末 機 を除

く周 辺 装 置 を全 部 自由化 す る とい う もの で,こ の 輸入 白

山化 措 置 は,今 年2月1日 か らす で に 実施 され て い る。
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■ 寄 稿 ■

この 自由化 措 置 に対 処 し,わ が 国 企業 の 国 際競 争 力 を

強 化 し て い くた めに は,現 在 の6社 体 制 を な ん らかの 形

で 集 約16偏 し て い く必 要 が あ る。 この よ うな 認 識 か ら昨

年 秋,コ ン ピ ュー ク ・メー カー6社 が3グ ル ー プ(U立

一 一富 士 通
,日 電一 東 芝,沖 一 三 菱)に 再編 成 され

た、、 これ らは,そ れ ぞ れ通 信機 系,電 機 糸 メー カー の 組

み 合 わせ で あ り,各 々 の 特 徴 を生 か し た無 理 の な い 集 約

で あ り,そ の 企 業 体質 の強 化 に大 きな効 果 を挙 げ る もの

と期z5三され て い る。

コ ン ピ ュー クは,い まや 発展 しつ っ あ る現 代 社 会 経 済

の 中枢 神 経 で あ り,コ ン ピュー タ産 業 は,技 術先 端 産 業

で あ り,70年 代 の わが 国の 産 業 構 造 を担 う知 識 集 約産 業

の 中核 で あ る成 長 産 業 で あ るの で,そ の 重 要 性 に か ん が

み,わ が 国 コ ン ピュー タ産 業 の 健 全 な 発 展 を 図 るた め 次

の よ うな 育成 施 策 を実 施 し てい る。

(1)3,5世 代機種の開発促進

一 コンピュータ等開発促進費補助金の創設

(単位 百万円)

口4夏 護 一一訂丁 度 比較増△減

ムの開発

(単位 百万円)

項1一 編 瀦 、前 年 度b七奪交増△減i

バ ク_ン 情 報処 理1!
　

法 認 禦1・ ・712・ ・871,
ク トの内枠)'

今 後 の情 報 化 の 一層 の進 展 を 図 る た め には 現 在 の コ ン

ピュー タが もっ と も不 得 手 とす る文 字,図 形,物 体 の形

状,音 声 な どの い わ ゆ るパ クー ン情 報 を その ま ま入 力 し

迅 速 に 認 識 し処 理 す る こ とが必 要 で あ る。 この よ うな パ

ター。撚 綱 システ。訓 核とす・・ンピ。一夕は,げ

ま さに第4世 代 の コ ン ピ ュー タで あ り,こ の よ うな コ ン

ピ ュー タは,1980年 代 初 頭 に 実 川化 され る と予 想 され て

い る。

この た め,大 型 プ ロジ ェク トの 一 環 とし て 昭和41年 度

以 来 推 進 して きた超 高性 能 コ ン ピュー タの 開 発 に 引 き続

き,46年 度 か らパ タ ー ン情 報処 理 シス テ ムの 研究 開発 を

行 な って お り,47年 度 に お い て は,こ れ を 拡充 し 引 き続

きそ の 開発 を促 進 す る。

項

コンピュー タ等開

1発 促進費補助金
S,2131 0 5,213

ほ,コ ン ピ ュー タ

新 機 種 開 発 促 進4,51004,510費 補 助 金 '

2・躍 藷籠 竪 ・…7・ ・

13・ 事 務 経 費303

① コン ピ ュー タ新 機 種 開 発促 進 費 補 助 金

3.5世 代 機種 に本 格 的 に 対 抗 す る こ との で き る新 しい

シ リー ズ の コン ピ ュー タの 開 発 に関 して,そ の 費 用 の50

%を 補 助 す る。

② 周 辺 装 置難 関 発 促 進 費 補助 金

周 辺 装 置お よ び端 末 機 器(プ ロ ッタ ー,キ ャラ ク タ ・

デ ィ ス プ レ イ,シ リアル ・プ リン ター,OCR,・fン テ

リジ ェン ト ・ター ミナル,キ ー ツー磁 気 テ ー プ装 置 等)

の 開 発 を行 な うコ ン ピ ュー タ ・メー カーお よ び周 辺 装 置

等 メー カー に 対 し,そ の 費用 の50%を 補助 す る。

(3)販 売資金の確保

一 日本電子計算機(株)に 対する開銀融資

(単位 百万円)

項 目k7年 司 前 年 川 北鯛 △減

日本電子計算機㈱
の レンタル 資金 の

確保のための開銀
融 資

20,000

21,000

(追 加 補正)20
,000

1,000

コンピュータの販売は,そ の大半がレンタル制によっ

ている。レンタルは,短 期間の拘束期間経過後はいつで

も解約できるので,ユ ーザーは陳腐化の リスクを回避で

きるから,技 術進歩に対して適応しやすい うえ,買 取に

比べて導入費用が少 くて済み資金の効率的利用が図 られ

る利点がある。 ところがこれをメーカー側か らみると,

販売資金の負担が莫大であ り常にレンタルバ ックの危険

を伴 うので,経 営基盤の弱い後発企業は大 きなハンディ

キ ャップを負 うことになる。

このため,わ が国メーカーの共同出資により,そ の販

売資金の負担軽減を図るため,昭 和36年 に,日 本電子計

e－

(2)第4世 代 の コ ン ピュー タの 開 発

一 大 型 プ ロ ジ ェ ク トに よ るパ ター ン情 報処 理 シ ス テ

一8一
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算 機(株)(略 称JECC)が 設 立 され,国 産 コン ピュ

ー タの 一 元 的 レ ン タル を 行 な
って い る。

政 府 として も,国 産 メー カー の健 全 な 育成 を 図 る た め

その 設 立 以 来,JECCに 対 して 開 銀融 資 を 行な って お

り,47年 度 に お い て も引 き続 きそ の 拡充 を行 な う。

(4)そ の他

n由 化に対処し国産6社 が行なった休制整備に対応し

休制整備のための開銀融資(コ ン ビ.一一ータ産業15億)

により,そ の生産の合理化包;に必要な設備投資資金を融

資する。

また,国 の試験研究機関として,電 子技術総合研究所

で各種の研究が行なわれているほか,民 間での重要技術

の研究開発を助成するため,重 要技術研究開発費補助金

の制度があり,民 間の重要技術の開発費に対する融資と

しては,開 銀の国産技術振興資金の制度がある。 さらに

生産の合理化等の促進のためには,機 電法に基づ く開銀

融資の制度がある。

ソフ トウェア業等の現状 とその振興策

コ ン ピュー タの 進 歩 と と もに,そ の適 用分 野が 多様 化

し,高 度 化 し,ハ ー ドウ ェア よ りもそ の利 用 技 術 と もい

うべ きソ フ トウ ェア が重 要 な意 味 を もつ よ うにな って き

た。

ア メ リカで は,コ ン ピ ュー タ ・コ ス トに 占 め る ハー ド

ウ ェ ア と ソ フ トウ ェア の 比 率 が,ほ ぼ50%ず つ とな っ て

お り,や が て ソ フ トウ ェア の比 率が ハ ー ドウ ェア よ り も

大 き くな る とい わ れ て い る。 これ に対 し て わが 国の 場 合

は ハ ー ドウ ェアが ま だ80%位 を 占 め てお り,ア メ リカの

60年 代 の水 準 に あ る もの と思 わ れ る。 ま た,わ が 国 とア

メ リカ の情 報 処 理 の 内容 を み る と,ア メ リカ では,そ の

約50%が,予 測 ・判 断 等 の 高 度 な 情 報 処 理 に 使 わ れ て い

る の に対 し,わ が 国 では その 割 合 は20%程 度 とみ られ,

利 用 技 術 の 面 で も大 きな 格 差 が あ る。 さ らに ア メ リカで

は,コ ン ピ ュー タの 約20%が オ ン ライ ン情 報 処 理 に用 い

られ てい るの に 対 し,わ が 国 で は そ の比 率 は,数%に し

かす ぎな い 。 この よ うに,わ が 国 とア メ リカの 間 に は,

ソフ トウ ェ アの面 で も大 きな ギ ャ ップが あ る。

■ 寄 稿 ■

ソ フ トウ ェア業 は,ソ フ トウ ェアの 開 発 を専 門 的 に 行

な う企 業 で あ り,ア メ リカ では,今 日多 くの ソ フ トウ ェ

ア 業者 が活 躍 し てお りその 数 は 約1,000社,市 場 規 模 は

約3億 ドル(1970年)と い わ れ てい る。 これ に 対 し,わ

が 国 で は,ソ フ トウ ェア産 業 振 興 協 会 加 盟42社 の ほ か ア

ウ トサ ・イダ ーが 相 当数 あ り,そ の 実 態 は 明 らか で は な い

が,そ の市 場 規 模 は,約200億 と見込 まれ る。 日米 の代

表 的 ソ フ トウ ェア業 者 を比 較 して み る と,そ の 規 模 に お

い て も大 きな格 差が あ る ほか,従 業 員一 人'1]た りの売ll

高 に つ い て も大 きな 格 差 が あ る。

情 報 処 理 サー ビス業 は,資 金,人 材 な どに制 約 が あ っ

て 自分 では コ ン ピュー タを持 て な い 中 小企 業 や 自分 で コ

ン ピ ュー タ を導 入 す る よ り外 注 した 方 が有 利 な企 業 の情

報 処 理 を代 行 す る と と もに,し だ い に 複雑 化 す る企 業 の

情 報処 理 の高 度 に専 門 的 な 分 野 を補 完 す る機 能 を も有 し

て お り,社 会 全 体 の 効 率 的 な 情 報 を促 進 す るた め 欠 く こ

との で きな い情 報 化 社 会 の キ ー ・イ ン ダス ト リー の ひ と

つ で あ る。

わが 国の 情 報 処 理 サー ビ ス業 は,昭 和46年1月1日 現

在 で,企 業 数 に し て394,セ ン ター 数 で543に 達 して い

るが,こ の 他 に パ ン チ専 業 の もの もあ るの で全 体 で500

社程 度 と見 込 ま れ るが,全 体 の 市 場 規 模 は,わ ず か400

億 円程 度 とい わ れ て い る。 これ に 対 し,ア メ リカの情 報

処 理 サ ー ビス業 は,サ ー ビ ス ・ビ ュー ロ と呼 ば れ て お り

ADAPSOの 調 査 に よ れ ば,1969年 現 在 で,企 業 数1,150,

セ ン タ 一-tw3,079,年 間 売 上 高7,538億 円 とな ってお り

わが 国 に 比 べ て は るか に大 きい。

情 報 提 供 サ ー ビス 業 は,自 らデ ー タを収 集 し,こ れ を

コ ン ピ ュー タで処 理 ・蓄 積 し,こ の結 果 を通 信 回線 な ど

を利 用 して 顧 客 に 提供 す る産 業 で あ り,情 報 産 業 の 中 で

も提 供 す べ きサ ー ビス の質 に つ い て も っ と も創 意 と工 夫
、

が要求される産業である。

わが国においては,情 報提供の有力な手段である通信

回線の利用が制約されているため現在までのところ公共

機関によるもの以外ほとんどその例がみられないが,ア

メリカにおいては,す でにオンラインによるいろいろな

提供サービスが行なわれている。

政府 としては,ソ フ トウェアの重要性にかんがみ,そ
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■ 寄 稿 ■

の振興を図るため,一 昨年 「情報処理振興事業協会等に

関する法律」を制定しこの法律に基づき情報処理振興事

業協会を発足 させるとともに,情 報処理振興金融措置を

設けるなどソフ トウェアの振興策を強力に推進してお り

以下その概要を簡単に述べることにする。

(1)情 報処理振興¶業協会の助成等の大幅拡充

① 振興業務(協 会への補助金)

民間では,開 発の困難な先進的汎用プログラムの委託

開発を行な う。補助金の うちプログラム開発費は3.4億

(単位 百万円)

47年 度 前 年 度 比較増△減
_萱 算 額

コン ピ ュー ク ・メー カー お よ び ソフ トウ ェア業 に 対 し.

そ れ らが ソフ トウ ェア開 発 お よ び情 報処 理 技術 者 の教 育

研 修 の た め に取 得 す る コ ン ピ ュー タ,建 物,土 地,お よ

び 教育,研 修 施 設 な らびに それ らの 付 帯 設備 等 に つ い て

融 資 を行 な う。

新しい情報産業とその振興策

(1)シ ン クタ ン クの育 成

82・}

(単位 百万円)

…1

項 目9蓋 劇 前 年 度 此鯛 △減

20

450

370

14,500

400

400

9,500

50

△30

5,000

円,契 約べ■・一一スでは6.05億 円とな ってお り前年度此80%

増 と大幅な拡充が行なわれている。

② 債務保証業務(協 会への政府出資)

情報処理サービス業者,ソ フ トウェア業者等の業務高

度化資金およびソフ トウェア業者,一 般企業等のプログ

ラム開発資金についての債務保証のための基金に対して

出資を行な う。 この結果,協 会の保証基金は20億 円とな

り,残 高ベースで200億 円の債務保証が可能 となった。

③ 情報処理振興金融措置

この措置は,資 金運用部の金融債引受を見返 りとして

長信三行が融資を行な うものでその対象は,次 のとお り

である。

イ,情 報処理サービス業者等のコンピュータ導入,プ ロ

グラム開発その他その業務の高度化に必要な資金

ロ,一 般企業等のプログラム開発に必要な資金

総 合 研 究 開発
調査費

150 150 0

経済社会の高密度化,複 雑化に伴って,政 府において

も民間においても,多 面的な頭悩を動員したシステムズ

・アプローチによる総合的な研究開発の必要性が増大し

てお り,シンクタンクへの期待 も急速に高ま りつつある。

このため,昭 和46年 度より各省協力の もと総合研究開

発調査を行なっているが,こ の うち通産省は,と くに民

間シンクタンクの育成評価,人 材養成を目的として,民

間シンクタンクに政府プロジェクトの委託発注を昨年度

に引き続いて行な う。

(2)映 像情報システムの開発

(単位 百万円)

映像情 報システム
設計調査 費

年 度
額

(2)ソ フ トウ ェア開 発 の た め の 開銀 融 資

(単位 百万円)

項 目47年 度 前 年 度 比較増△減

ソフ トウェア開発

(そ の他枠の内枠)
2,500 2,000 500

近 年 急 速 な技 術 進 歩 を遂 げつ つ あ るCATV,ビ デ オ

パ ッケ ー ジ等 を技 術 的 な 基 礎 とし,こ れ と コ ン ピュー タ

とを組 み合 わ せt映 像 情 報 シ ス テ ムは,CAI,フ ァ ク

シ ミ リ,TVシ 。ッ ピン グ等 広 汎 な サ'一't"スを提 供 で き

る機 能 を有 し,来 た るべ き情 報 化 社会 の 日常生 活 に大 き

な 影 響 を与 え る もの とし て期 待 され て い る。

この よ うな 映 像情 報 シ ス テ ムは,国 民生 活 に 関係 す る

情 報 処 理 シ ステ ムで あ る ため,機 器 開 発 を 中心 とし て技

術 的 な 信頼 性 に 関 し実 際 の オ ペ レー シ ョン を実 施 し つ つ

実 験 す る こ とが必 要 で あ る。

この た め,47年 度 にお て は,映 像情 報 シ ス テ ムの 設 計

等 を行 な うもの とす る。
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情報化促進のための基盤整備

(1)情 報処理実態調査および普及促進

① 情報処理実態調査

(単位 百万円)

項 目 掌 裏 籍 前 年 度 臓 増△減

情報処理実態調査
費 6 2 4

急速に変化しつつあるわが国情報処理の実態を継続的

かつ体系的に把握し,こ れに基づいて情報処理振興施策

の拡充等を行な うため,毎 年情報処理実態調査を実施し

てきているが,47年 度においても,こ の事業を抜本的に

拡充する。

② 情報産業動向調査

(単位 百万円)

日 舞 劇 前 年 司 比輔 △減

情報化社会への円滑な発展を図っていくためには,わ

が国情報処理の高度化を促進しつつ,こ れに併用して国

民の理解と関心を深め,情 報化の進展に即応した正しい

知識を普及させていくことが必要不可欠である。このた

め,47年 度から情報化促進週間を実施し,情 報処理に関

する各種の行事を集中的に開催する。

項

情報産業動向調査
費 1 0 1

情報処理サービス業およびソフ トウェア業の成長パタ

ーンや,そ の景気動向との関係を解明し,知 識集約産業

の振興施策の確立等に資するため,47年 度か ら四半期毎

に情報産業動向調査を実施する。

③ 情報化 ・システム化調査費

(単位 百万円)

(2)コ ン ピュー タ利 用 高度 化 計 画 の策 定

わ が 国 の情 報処 理 の 普及 高度 化 を 図 る た め,そ の 指 針

を示 す もの とし て,

① 利 用 を特 に 促 進 す る必 要 の あ る コ ン ヒ。ユ一 夕の 設

置 の 目標

② 先 進 的 な 汎 用 プ ログ ラ ムの開 発 の 目標

を 定 め る こ と とし て い る。

46年 度 に お い て は,目 標 年 次 を昭 和50年 度 と した 高度

計 画 が定 め られ てお り,そ れ に よ る と,コ ン ピュー タ の

設 置 目標 は,3万8,000台,3兆5,000億 円 とな って い

る。47年 度 に お い て も,こ の 見直 し を 行な って い く予 定

で あ る。

(3)情 報処理技術者の育成確保

項

(単位 百 万円)

目1詩 劇 前 年 川 北鯛 △減|

項

情報化 ・システム
化調査費

4 8

目 纏 籍1前 年 度 比較増△減

4

情報処理技術者試
験実施費 33 33 0

昨秋の通信回線の民間開放に伴い,一 層その普及が期

待 されている情報ネットワークにつて,そ の形成を促進
し

す る た め,46年 度 に ひ きつ づ き将 来 の情 報 ネ ッ トワー ク

の 望 ま しい 姿 に つ て 調 査 研究 し,そ の ガdド を 示 す(47年

度2,018千 円)と と もに,3テ ー マ に つ い て産 業 活 動 の シ

ス テ ム化 の 実 情 に つ て調 査 研 究 す る(47年 度3,373千 円)

④ 情 報 化 促 進 週 間 の実 施

(単位 百万 円)

項 目 享 無 籍|前 年 度 此鰭 △減
情報化促 進週 間
実施費 1 0 1

情報処理の発展の中核的役割を果たす人材を確保し,

さらにその質的な向上を図るため,シ ステムズ ・エンジ

ニアやプログラマ等を対象とした情報処理技術者試験を

引き続 き実施する。

(4)ソ フ トウェアの流通基盤の整備

① プログラム調i査簿の作成

(単位 百万円)

項 目 惇 鯵1前 年 度 比較増△減

プログラム調査簿

作成事務費
2 2 0

プログラムに対する重複投資をできるだけ避け,プ ロ

グラムの円滑な流通を促進するため,47年 度においても
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引 き続 き コン ピ ュー タ ・ユー ザ ー 等 が保 有 して い る プ ロ

グ ラ ムの う ち特 に 円滑 な 流 通 を図 る必 要 が あ る と認 め ら

れ るプ ログ ラ ムを収 録 し た プ ログ ラム調 査 簿 を作 成 し,

これ を 一般 の閲 覧 に供 す る こ と とす る。

② ソ フ トウ ェア の法 的保 護

(単位 百万円)

項 目1掌 裏 籍 前 年 度 比較増△減

情報処理標準化の
推進

11 6 5

(単位 百万円)

i項H厚 輩 籍 前 年 度 比較耐 震
　 ヘ
ソフトウ。アの法1
的保護に関する調1i10
査研究1

|

ソ フ トウ ェ アの 流 通 を促 進 し て い くた めに は,プ ログ

ラ ムの 所 有 者 の権 利 を何 らか の形 で保 護す る こ とが 不 可

欠 で あ り,こ の よ うな観 点 か ら47年 度 にお い て も,ソ フ

トウ ェア法 的保 護 調 査委 員会 で 引 き続 きソ フ トウ ェアの

流 通 の 促 進 を図 るた め の法 的保 護 の子 段 に つ い て検 討 を

進 めて い くこ と とす る。

(5)情 報処理サービス企業等台帳制度

(単位 百万 円)

1・ ♀ 養 護{前 年 度 躍 増△減

情 報 処 理 の 一 層 の 進展 を図 るた め に は,ハ ー ド ・ソ フ

ト両 面 に わ た っ て,標 準 化 を 推 進 す る必 要 が あ る。

47年 度 は,工 業 標 準 化 施 策 の 一 環 と して,NC用 プ ロ

グ ラ ミン グ言 語 等 の 標 準 化 を 推 進 す る。

情報処理振興税制の拡充

項

情 報処理 サー ビス
企業等台帳制度

1 0 1

情報処理サービス企業等の体質向上を図るため,47fド

度か ら情報処理サービス企業の経営実態(特 に秘密の遵

守等)を 調査し,こ れを台帳 として整理し,一 般の閲覧

に供することとする。

(6)電 子技術海外動向調査

(単位 百万 円)

目 享 ㌶1前 年 司 比較増△減

1.コ ン ピ ュー タ買 戻 損 失 準 備金 制度 の拡 充

コ ン ピ ュー タ損 失 買 戻 損 失準 備 金 の積 立 限 度 額 を15%

か ら20%に 引 き上 げ る。

コ ン ピ ュー タの 技 術 革新 は近 年 ま す ま す その 速 度

を 早 め て お り,3.5世 代 機 種 の 登場 に よ り,機 種 交

代 の と きを迎 えつ つ あ る。 さ らに コン ピ ュー タ の先

般 の 自由化 方 針 の決 定 に よ り,外 資企 業 の営 業 活 動

も一段 と活 発 化 し,レ ン タル バ ッ ク も急 増 し,メ ー

カー の買 戻 損 失 も増 大 す る こ とが 予想 され る。 この

よ うな 状 況 にか んが み,今 後 と もわ が 国 コ ン ピ ュー

タ産 業 の健 全 な 育 成 を図 るた め,現 在,コ ン ピ ュー

タ ・メー カ ー に対 し て,レ ン タル 会 社 等 へ の販 売 金

額 の15%を 準 備 金 とし て積 み 立 て る ことを 認 め て い

る本 制度 の積 立 限度 額 を5%引 き上 げ る こ と と す

る。

項

電子技術海外動向

1調査費
9 11 △1

電子技術海外動向調査の第4年 度として 「医療用電子

技術」を取 り上げ,主 として米国の技術開発動向を調査

する。海外の調査専門機門に委託して調査を実施する。

(7)情 報処理標準化の推進

2.コ ンピュータの特別償却制度の拡充,延 長

コンピョ一夕の特別償却制度の特別償却割合を5分 の

1か ら4分 の1に 引 き上げるとともに,そ の適用期限を

2年 間延長する。

情報処理の高度化を促進するためには,情 報処理

の高度化に資するコンピュータの積極的な導入を図

る必要がある。

このような趣旨からコンピュータの取得価格の5

分の1の 特別償却を認める本制度が昭和45年度に設

けられたが,そ の後技術革新はますます進み,ユ ー

ザーははやめに償却する必要に迫られている。また

コンピュータの先般の 自由化方針の決定により開放
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体制に直面 したわが国コンピュータ産業の健全な発

展を期するためにも,本 制度の一層の拡充を行なっ

て買取を促進し,安 定的な市場を確保する必要があ

る。 このため,本 制度の特別償却割合を5分 の1か

ら4分 の1に 引 き上げ,適 用期限を2年 間 延 長 す

る。

3.プ ログ ラム保 証 準 備 金 の 創 設

ソフ トウ ェア業 者 に 対 して,プ ログ ラ ノ・の売 ヒ高 の2

%を プ ログ ラム保 証 準 備 金(毎 期 洗 替 え)と して積 立 て

る こ とを認 め る。

ソ フ トウ ェア業 者 は,開 発 を 受 注 した プ ログ ラ ム

に つ て,そ の 完 全 性 を期 して さま ざま な デ ー タを用

い て綿 密 な 補 修 を加 えた 後,発 注 者(ユ ー ザ ー)に

納 入 す るが,ソ フ トウ ェ アそ の もの の 性質 上,あ ら

ゆ る ケー ス を想 定 して プ ログ ラ ムを 作成 す る こ とは

不 可 能 で あ るた め,納 入 後 に そ の 補修 を行 な う こ と

が 避 け られ な い。

この 補修 に必 要 な 費用 は,明 らか に ユ ー ザ ー に責

任 が あ る もの を 除 きプ ログ ラ ムの 開発 に あ た った ソ

フ トウ ェア企 業 が 負 担 す る商 慣 行 が 確 立 して い る。

この た め,ソ フ トウ ェ ア企 業 は,た え ず 補修 の 発生

に脅 か され てい るの で,ソ フ トウ ェア 企 業 の経 営 の

安 定 化 を図 り,も って未 だ 揺 らん 期 に あ る わが 国 ソ

フ トウ ェ ア産 業 が 健 全 に 発 展 し うる よ う,補 修 費用

に あ て るたy)の 準 備 金 の 積 立 て を 認 め る こ と と す

る。

4.コ ン ピ ュー タに 対 す る固 定 資産 税 の 軽 減『1{:置の 延 長

コ ン ピュー タに 対 す る固定 資産 税 を3分 の1軽 減 す る

措 置 に つ き,そ の適 用期 限 を2年 間延 長 す る。

国 税 の情 報処 理 の 高度 化 に 寄与 す る コ ン ピ ュー タ

の 特 別 償 却 制度 に 対応 し,固 定 資産 税 につ い て もそ

れ を3分 の1軽 減 す る 措 置 が 設 け られ,昭 和47年3

月31日 ま で に 取 得 した コン ビ ュー一夕に つい て適 用 す

る こ と と され て い る が,買 取 促 進 を図 る木 制 度 の趣

旨 か らし て,事 前 に制 度 の 存 在 を熟 知 させ ては じめ

て 意:鍵が あ るの で,と くに今 年 度 に お い て,本 制 度

を2年 間延 長 す る こ と とす る。

9
熟
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ソ フ ト ウ エ アi雑 感

伊 藤 栄 一*

汎用性のこと

電算機を利用するに当たって,無 くてはな らないもの

は,ソ フ トウェアであることはい うまで もない。しか も

その重要性は,ハ ー ドウェアとしての電算機の機能が,

進めば進むほど高まり,且 つその開発のために必要な技

術と,そ れに要する経費は,恐 らく幾何級数的に増加し

ていく。そういった事情を示す もの として,電 算機産業

に投入 される資金量は,10年 程前にあっては,大 部分が

ハー ドウェアの開発のナこめに投入 されたのであるが,最

近ではソフトウェアの開発に投入 されなければならない

金額は著しく増加してきて,恐 らく数年後には,ハ ー ド

とソフ トの開発に必要な資金の割合は,数 年前のそれら

の関係が逆転して,ソ フトウェアの開発はに匿大な額に

及ぶ大部分の資金を,充 当せざるを得な くなるであろ う

とい うのが,今 日における電算機関係者の世界的に一致

した感覚である。

こおいったことから想像されることであるが,今 後は

電算機が有効に,能 率的に利用されるか否かは,ハ ー ド

としての電算機自体の開発が必要であることはいうまで

もないが,開 発された電算機機能を如何に利用者の需要

にあわせ,生 かされて利用されるか否かという点に紋 ら

れる。つまり,利 用価値の高い便利な,優 れたソフ トウ

ェアの有無が問題になってくるので,電 算機の利用価値

はソフ トウェアの開発如何に因るところが極 め て大 き

しぐ。

ところで,国 産の電算機はソフ トウェアが弱いという

ことをしばしば聞く。そして,そ ういったことのために

国産機を敬遠して,外 国機を採用するのだとする例が少

くないという。仮に事実 とすれば,こ のことはいろいろ

*情 報処理振興事業協会 理事

の意味で考えさせ られる問題である。 こういったことも

あってか,政 府はソフ トウェアの拡充振興をはか り,以

って電算機産業力の増強のkめ に,昭 和45年 に情報処理

振興事業協会等に関する法律なるものを制定し,こ れに

基づいて前記の協会を設立し,わ が国のソフ トウェア産

業な らびにソフトウェアそのものの充実をはかった こと

は,記 憶に新 らしいところである。 この場合は,政 府出

資 と民間出資 とか らな り,文 字通 り半官半民の情報処理

振興事業協会であることも周知のことであろう。

ところで この事業協会の為すべ き業務については,前

記の法律によって定められていることはい うまで もない

が,そ のなかにソフ トウェアの開発 とい うことが明示さ

れている。どのような条件に従 って,如 何なるものを開

発するか とい うと,ω 汎用性の高いもの ②先進性に富

んだ もの ㈲民間企業では開発の困難なもの,と い う三

つの条件を柱 とすることを,判 然 と打ち出している。

しかし,こ れら三本の桂それぞれの重要性について,

ウェイ ト付けを考えるのか否か,ま たそれらの結び付 き

をどう考えるかということは,必 ずしも明確ではないよ

うである。つま り汎用性,先 進性,民 間で開発の困難な

もの,と い う条件を,共 に兼ね備えたものに限って開発

するとい ういわば厳しい主旨なのか,あ るいは三条件の

うち何れか一つの条件が,或 る程度満足されればよいと

いうところまで,緩 和して判断して差支えないかとい う

ことである。恐 らく条件を悉 く兼ね備えたソフトウェア

は先ず存在しないと考えて差支えあるまい。然 らばこれ

らの三条件を個々に考えた場合,最 も論議を呼びそうな

ものは何であろ うか。筆者は汎用性に最 も論議が集中さ

れるのではないかと考える。

ソフ トウェアの汎用性 とは何を意味するかということ

は,必 ずしも各人が一致した考えを持 ってい る もの で

8
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は な い 。 しか し少 くと も汎 用 性 を論 ず る場 合,ソ フ トウ

ェア を二 つ に 分 けて 区別 して考 え るべ きで は な か ろ う

か 。 一 つ は べ ー シイ ッ ク ・ソ フ トウ ェア の概 念 に属 す る

もの で,他 の 一 つ は アプ リケ ー シ ョン ・ソ フ トウ ェア あ

るい は ア プ リケ ー シ ョン ・パ ッケ ー ジ に属 す る もの で あ

る。

ベ ー シイ ッ ク ・ソ フ トウ ェア に 関 す る限 り,汎 用 性 は

か な り積 極 的 に そ の存 在 を取 り上 げ て考 え る こ とが で き

る。 何 故 な れ ば,ベ ー シ ィ ッ ク とい う条 件 付 け その もの

が,汎 用 性 を念 頭 に置 い てい るか らに 他 な らな い 。 問題

は ア プ リケ ー シ 。ン ・ソ フ トウ ェ アの 汎 用 性 で あ り,し

か もそ れは 更 に 事 務 処 理 を 目的 とす る もの と,科 学 技 術

計 算 を 目的 とす る もの とに 区 別 す る必 要 が あ る。 この こ

とは,電 算 機 の 黎 明 期 に あ って は,電 算 機 自体 が 事務 処

理 用 と,科 学 技 術 用 とに 区 別 され て 開 発 され て い た一 時

期 の あ った こ とを 考 え て も納 得 で き る こ とで あ ろ う。 そ

こで,こ の よ うな 区別 に従 って そ の お の おの が 汎 用 性

に お い て 如何 な る相違 が考 え られ る で あ ろ うか 。 筆 者 は

次 の よ うに考 え る もの で あ る。 すな わ ち ア プ リケー シ 。

ン ・ソフ トウ ェア あ るい は ア プ リケ ー シ ョン ・パ ッケー

ジ を 技 術 計算 用 と事 務 処 理 用 とに区 別 し てみ た場 合,汎

用 性 は前 者 で は可 成 りの程 度 に考 え られ るが,後 者 に あ

って はな かな か,そ の 効 果 的 な 実 現 は 困 難 を 伴 うもの で

あ り,し か もハー ドウ ェ アの機 能 が 進 み,進 ん だ ハ ー ド

ウ ェアの 機 能 を十 分 に 活 用 した い わ ば高 度 の機 能 を持 っ

た ソ フ トウ ェ アに な れ ば な る程,そ の汎 用 性 は低 下 す る

もの では な か ろ うか。 つ ま り電 算 機 の機 能 が 進 め ば進 む

程,そ して電 算 機 機 能 を巧 み に使 い こな し た優 れ た ソ フ

トウ ェア に な れ ば な る程,そ の 汎 用 性 の 存 在 は 困 難 な も

の に な るの で は な か ろ うか 。

先 般,幸 い に機 会 が 与 え られ て,欧 米 の ソ フ トウ ェ ア

産 業 に従 事 し て い る多 くの 人 び と と,こ の 問題 に つ い て

話 し 合 う こ とが で きた の で あ るが,彼 等 の 大 方 の 意 見 を

総 合 し て表 現 す れ ば事 務 処 理 用 の ア プ リケー シ 。ン ・ソ

フ トウ ェアに 限 定 して 考 え るな らば,大 型機 お よ びそ れ

に準 ず る申 型機 を 対 象 とす る,高 度 の機 能 を持 ち,且 つ 極

めて 細 部 に わ た る行 き届 い た処 理 内容 を具 え た高 性 能 の

ア プ リケー シ ョン ・パ ッケ ー ジ に あ っては,そ の 汎 用 性
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を要 求 す る こ とは 不 可 能 に近 い とい う こ とで あ る。 逆 に

い え ば,汎 用 性 の 存 在 す る もの,或 い は相 当程 度 に 充 さ

れ る もの は,利 用 上 の 効 率,合 理 性 等 を考 え るな らば,

非 能 率 的,非 経 済 的 に な ら ざ るを 得な い とい う こ とに な

る。

これ か らの 電 算機 の機 能 が 向 上 し,そ れ を前 提 とした

電 算 機 の 導 入 を試 み よ うとす る企 業側 の導 入 効 果 に 対 す

る期 待 を考 え,そ の ナこめ に 十 分 な導 入 体 制 を整 え てい る

現 状 を 念 頭 に お くな らば,事 務 処 理 用 の大 規 模 な ア プ リ

ケー シ ョン ・ソ フ トウ ェアの 汎 用 性 は 否 定 的 な もの とな

り,自 社 の た め の ソフ トウ ェアは,自 社 で 開 発 す べ きで

あ る とい う こ とにな る。

この よ うに考 え て くる と,ア プ リケー シ ョン ・ソ フ ト

ウ ェア で汎 用性 が高 く,且 つ 電 算 機機 能 を 十 分 に活 用 し

た もの とな る と,止 む を得 ず 技 術 計 算 関係 の もの か,さ

もな くば比 較 的 小 規 模 の 電 算機 に 依存 した,事 務 処 理 用

の もの とい うこ とに な る。

つ ま り,以 上 の こ とを ま とめ る と,一 般 向 に開 発 され た

ソ フ トウ ェ アが,個 々 の ユ ー ザ ー に そ の ま ま利 用 で きる

もの は,ベ ー シィ ッ ク ・プ ログ ラ ムを除 け ば技 術 計 算 に

属 す る ア プ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラムか,若 し くは 事 務

処 理 用 の ア プ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラ ム とい う範 囲 で 考

え るな らば,機 能的 に簡 単 な もの とい うこ とに な り,高

性 能 で精 巧 を極 め た もの を 目論 ん で も各 企 業独 自の要 求

を満 す とい う点 で,役 に 立 ち難 い とい う結 果 にな るの で

は な か ろ うか 。

さて,こ こで 話 を も とに戻 し て み よ う。 国産 の 電 算 機

は ソ フ トウ ェア に 弱 い とい う点 で あ る。 今 は登 録 され て

い て,一 般 に公 開 され て い る プ ログ ラ ムの 数 か らい え ば,

国産 機 と外 国機,特 に 米 国機 とを比 較 し た場 合,そ こに

は 格 段 の 差 の あ る こ とは否 め な い事 実 で あ る。 しか し問

題 は それ らソ フ トウ ェア の 内 容 で あ り,そ の 利 用 価値 で

あ る。 前 述 の 如 く,ソ フ トウ ェアの 種 類 が 事 務処 理 に 中

心 を置 か れ た ア プ リケ ー シ ョン ・パ ッケ ー ジで あ り,し

か もそ の 機 能 が優 れ た もの とな る と,一 般 に考 え られ る

よ うに,ア プ リケ ー シ 。ン ・ソ フ トウ ェ アは 同業 種 の 企

業 で あ って も右 か ら左 に,そ の ま ま 自社 で利 用 で きる も

の では な く,自 社 の使 用 目的 に合 致 す る よ う修 正,追 加
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等 の 手段 を 講 じな け れ ばな らな い 。 これ等 の 作 業 は,高

度 の機 能 を持 つ もの にな れ ばな る程 複 雑 で あ り,且 つ バ

ッグ の 原 因 とな る。 そ の よ うな 理 由か ら,全 く新 規 に 開

発 す る方 が遥 か に経 済 的 で あ り,容 易 で あ る とす る例 は

少 くな い 。

この よ うに 見 て くる と,電 算機 使 用 者 の 側 に 立 って 名

え るな らば,ソ フ トウ ェア の充 実 の点 での 強 弱 は,単 に

その 数 に あ るの で は な く,そ の 内 容 に お い て,自 社 が 利

用 で きそ うな もの に つ い て,十 分 検 討 し て か ら判 断 すべ

きで あ ろ う。

しか らば'1筋 処 理 を 対 象 と し たア プ リケ ー シ 。ン ・パ

ッケ ー ジ で,大 型 機 に よ る高 度 の機 能 を取 上 げ た もの で

しか も汎 用 性 に富 ん だ もの とい う条件 で 考 え ナこ場 合,条

件 に適 う もの は 皆 無 と考 え るべ きか,と い う ことで あ る

が,筆 者 は必 ず し も左 様 に まで 極 論 す る もの では な い 。

汎 用 性 に富 み,極 め て有 効 に利 用 で きる もの の存 在 を認

め る もの で あ る。 例 え ば 教 育 ・指 導 お よび電 算 機 導 入 の

た めのPR用 パ ッケー ジ等 々は 適 当 な もの と考 え て 差支

え な い の で は なか ろ うか 。 要 す るに ソフ トウ ェア の強 弱

は,一 概 に論 ずべ き もの で な く,企 業 の 業 種,電 算 機 導

入 の 日的,自 社 の 技 術 水準,導 入 機 種 の 規 模等 々 に よ っ

て検 討 すべ き もの で,簡 単 に 国産 機 は 弱 い と決 め て か か

るべ き もの では な い よ うに考 え る。

ソ フ トウ ェア ・ハ ウ スの こ と

わが 国に お け る ソフ トウ ェア ・ハ ウス の数 は どの位 あ

るで あ ろ うか 。200と もい われ300と もい わ れ て い る よ う

で あ る。 そ の数 は さだ か で は な い。 この よ うに ソフ トウ

ェ ア ・ハ ウス の数 が 明確 でな い の は,わ が 国 だ け の こ と

で あ ろ うか 。 昨 秋 ア メ リ カ と欧 州 数 力 国の ソ フ トウ ェ ア

業 界 の人 々 と話 し合 った 時,た ま た ま この 問題 に ふ れ て

み た 。結 果 は 何 れ の 国 々 もわが 国 と同様 に,そ の 数 は 余

り判然 と して い な い。

電 算 機 業 界 に 関 す る限 り,第 二 位 の わ が 国 を大 き く引

離 し てい る ア メ リカの 場 合,国 も広 い だ けに 返 事 の 内 容

もその 幅 は 極 めて 広 い 。数 千 軒 は あ る で し ょ うが,事 に

よ った ら一 万 軒 を超 して い るか も知 れ な い,と い う調 子

で あ る。

英 国の 場 合 で もフ ラ ン スの 場 合 で も,そ して ス イ ス,

ドイ ツの 場 合 で もソ フ トウ ェア ・ハ ウス の 実 体 は つ か み

難 い とい う。 その 理 由 として あ げて い る こ とが 同 じで あ

る。 すな わ ち,ソ フ トウ ェア ・ハ ウス に は ピ ンか らキ リ

ま で あ って,大 きい もの は ア メ リカで は数 千人,欧 州 で

も数 百 人 の技 術 者 を擁 し て い るか と思 うと,一 方 小 さな

もの は2～3人 で 注文 を受 けて,半 ば アル バ イ ト的 に営

業 し て い るハ ウス が あ る よ うな 次 第 で,と て も正 確 に は

数 は つ か め な い とい うの で あ る。 しか も数 か らい う と,

小 人 数 の ソ フ トウ ェア ・ハ ウ スが 大 多数 を 占め て い る,

それ らが 手軽 に 設立 され た か と思 う と,一 方 では 泡 の 如

く消 え去 って い くの だ そ うで あ る。

こん な 事情 で あ るか ら,一 般 の ユ ーザ ーの ソ フ トウ ェ

ア ・ハ ウス に対 す る信 頼 は必 ず し も高 くな い 。 名 の 知 ら

れ た大 企 業 で あ る とか,か りに大 企 業 では な い て して も

技 術力 に特 徴 を持 った ハ ウ ス を別 に すれ ば,単 独 で パ ッ

ケ ー ジ の 開 発 を 一 任 で き る よ うな 企 業 は 少 い と見 て よい

よ うで あ る。

ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウスの 信 頼 性 に つ い て,量 的 に 的 確

に 話 して くれ た の は,パ リ・一のHoneywellBu11社 の

Jordan支 配 人 で あ る。 同 氏 の 説 明 だ と,パ リー 市 内

に ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウス は大 小 取 り混 ぜ て200社 位 あ る

とい うが,そ れ らの 中 で 技 術力 な らび に経 済 的 な面 で,

HoneywellBull社 が安 心 し て発 注 で き る企 業 は 僅 か5

%位 で あ る とい う。 同 氏 の考 え方 は,ハ ウ ス の経 済 的 な

面 か ら見 た安 定 性 に も極 め て 関心 を払 って い る。 その 理

由 とし て挙 げ てい る こ とは,ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウス に 関

す る 限 り,開 発 され た パ ッケー ジに 最 も欠 くこ との で き

な い 保 守 ・保 全 の 責 を充 分 果 し得 る最 低 条 件 は,ハ ウス

の 健 全 な る存 立 で あ り,そ の た め には 経 済 的 に 安 定 し て

いな け れ ばな らな い とい うの で あ る。 パ ッケー ジ は 開 発

し たが,バ ッグの 処理 も満足 に で きな か った り,日 進 月

歩 の業 界 で陳 腐 化 に 対処 す るupdatingの 処 置 が 満足

に で きな い よ うでは,ソ フ トウ ェア ・ハ ウ ス として は 失

格 で あ る とい う主 旨で あ る。 当然 の こ とで あろ う。 一 般

ユー ザ ー の 自社 に 必 要 な ア プ リケ ー シ ョン ・プ ログ ラ ム

の 開 発 に 当 た って,ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ ス を ど う利 用 す

るか とい う点 で,共 通 して,他 の産 業 と異 る考 え方 を し
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て い る とみ られ たの は 銀 行 と保 険 会 社で(})る、、一・日 に い

うな らば,こ の 業 界で は の 例 外 ぱ あ る と して も,自 社 の

た めの プ ログ ラ ムは 苦難 を排 して 自社 で 開 発 す る こ とを

原 則 として い る とい うこ とで あ る。 つ ま り外注 し な い と

い う方 針 で あ る。従 って や む を 得 な い 場 合 は,ソ フ トウ

ェア ・ハ ウ スか ら技 術 者 を 臨 時 に 採 用 す る,と い う形 に

な らざ るを 得 な い 。

ス イ ス生 命 年 金保 険 会 社 の 電算 機 担 当 役 員Nagler氏

は,同 社 の そ うい った 方 針 の 理 由 とし て,三 つ挙 げ て い

る。 第 一 に は,業 務 処 理 の 実 体 を 知 悉 しな けれ ば な らな

い とい う根 本 条 件 が ソ フ トウ ェア ・ハ ウス に は 期 待 で き

な い。 第 二 に は,成 果 物 に 対 す る不 安,第 三 に は,経 済

的 に高 価 に つ く とい うの で あ る。

金 融 機 関 の 場 合,企 業 の 性 格 上 信 用 を特 に重 視 し,信

用 の第 一 歩 は 事 務処 理 の 正 確 さか ら始 ま る と考 え るな ら

ば,総 て 自社 で 開 発 し,ソ フ トウ ェア ・ハ ウス を利 用 す

る こ とに極 めて 消 極 的 な11[界 的 な 傾 向 は分 らな い で もな

い。 そ こで,ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウス に 委 託 す る こ とが,

Nagler氏 の い うよ うに 経 済 的 に 高価 に つ くか 否 か とい

う こ とで あ る。 一 般 に ソ フ トウ ェ ア ・ハ ウ スに 委 託 した

場 合,そ の 原 価 は どん な考 え方 で積 算 す るか とい う こ と

が 大 きな 要 素 で あろ う。 この 点 に つ い て は,わ が 国 で も

漸 く関 係 者 の中 で,問 題 として 取 上 げ られ て きた の で は

な か ろ うか 。 これ につ い て,恐 ら く世 界 で 一番 廉 価 に開

発 す る に違 いな い とい う,計 算 セ ン ター の例 を参 老 ま で

に 紹介 し て み ナこい。 それ は ドイ ツの デ ュ ッ セル ドル フ で

営 業 し て い るARAG計 算 セ ン ター で あ る。

ARAG計 算 セ ン ター は 約20年 程 前 に3～4人 の 同志

が 集 って,プ ログ ラ ムの 開 発 注 文 を受 け る ことか ら始 め

た 、2へ3年 後 にGEのlll型1幾.一 ・台 を導 べし,,汁算 セ ン ク

ー 業 務 も開 始 したの で ま)るが
,'ト 日で は 計 算 セ ン クー業

務 の方 が 主力 で あ り,ソ フ トウ ェア開 発 は む し ろ従 で あ

る。 問 題 は 同 社 に お け る現 在 の 経 営 方 針 で あ る。 これ を

一 口 で い うな らば,機 械 設備 は 常 時24時fill,保 守 に必 要

な 時 間 を除 い て ぶ っ通 し で運 転 しな けれ ば な らな い だ け

の 台 数 に 止め,機 械 の増 設は 年 間 の 需 要 量,今 後 の 見通

し等 を 考 え,増 設後 も時 間稼 働 を必 要 とす る注 文 量 が見

込 ま れ た 時,は じめ て増 設 に踏 切 る とい うの で あ る。

一 方
,技 術 者 の 定 員は,1日8時 間 労 働 で,常 に 若 干 の

注 文 が 残 って い る程 度 に絞 り,極 め て制 限 した 人 員 で 効

率 的 に 事 業 を 進 め て い る。 機 械 設 備 と技 術 要 員 は,こ の

よ うな 方 針 で 充足 され て い るが,他 方 委 託 者 へ の 代 金 の

llii;i-)Rt)k,どん な 計算 に よる か とい う こ とで あ るが,こ れ

が 殆 ん ど実 費 プ ラス α で あ る とい う。

この よ うな経 営 方 針 で あ る か ら,パ ン チ ャー を含 め た

500名 程 の 職 員 と,GE400-5台 の 機 械 設 備 を 擁 しな が

ら,常 に注 文 が 溢 れ,い つ もその 同割 か は 謝 絶 し て い

る。 そ して 謝 絶 す る注文 量 が遂 次 増 加 し て一 定 限 度 を超

す と,増 員 を 行 い,設 備 を増 加 す る とい うの で あ る。 実

際 は こ うい った 説 明 の 通 りに,理 想 的 に推 移 し てい る と

も限 る まい が,と に か く珍 らし い 経営 方 針 で あ る。 その

為 かARAGに 関 す る限 り順 調 に 成長 し,ド イ ツに お け

る屈指 の 計算 セン ター の地 位 を保 持 し てい る とい う。

計算 セ ン ター に しろ ソフ トウ ェア ・ハ ウ スに しろ,何

か 独特 の もの を打 ち出 さな い 限 り,経 営 は 伸 びて い か な

い とす るARAGの 経 営 者 の 強 い信 念 に は,敬 服 す べ き

もの が あ るの で はな か ろ うか 。 他 州の 石 とす べ きで あろ

りo

、
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ソフ トウェアの価 値 に関す る調 査

この調査は,当 財 団昭和46年 度 事半の ・環 として,(社)ソ フ トウェア産業振興協会に委託 し

実施 した ものであ る。

ソフ トウェア産業が,ソ フ トウェアの需要ji潮llとと もに,急 速に成長 してい るのに対 し,ソ

フ トウユアの価格体系の整備お よび,算 定方式 の標準 化の遅れ等複雑な問題が 山積 してい る。

これは,目 木の ソフ トウェア産 業白身が 「商[t】fttの生産]と い うことを意識 して いな く,「 マシ

ンの付属物」 としてしか認識 していない。つま りソフ トウェアの価値付 けの基礎 がまだ固 まっ

ていないよ うな状態で ある。 この ような情勢 の中で,最 近,各 方面 でソフ トウェアの価値が論

議 されてい るが,当 財団 として も,昭 和45年 度 調査 「ソフ トウ ェアの需要構造調査」 に引 き続

き,ア ンケー トおよび面接調査に よ りソフ トウェアの価値,さ らに価格体系のモデル ケース を

作成 し,価 格の見積 り基準の確立を試みた。以下その概要 を述べ る。

1.ソ フ トウェア価値問題の取 り上げ方に

ついて

わが国におけるソフトウェア業界は,外 部市場の認識

も高 くない上,業 界内部においても過当競争を続 け価格

体系は混乱状態である。 このようなrllでソフトウェアの

価値基準を求める声は強 くな っているに もかかわらず,

明確なきめ手は不在のままであるといえる。

ソフ トウェアの価値については,こ れまでに も各方而

か ら,そ れぞれの立場か ら論議されてはいた。本調査は

ソフトウェア価値のモデルを設定する前にこの辺の事情

から検討を始めた。

無形の商品に対して価値をつける事は非常にむずかし

い。特にわが国では,そ の習慣がないためソフ トウェア

の価値に対する認識は低 く,当 初ソフ トウェアの価値に

対して,「投入された知識の価値を正当に評価すべ きであ

り,そ の社会的慣行を醸成すべ きである」等の提言的な

意見が出されていた。しかし 「いわゆるIBMの 価格分

離策(1969年)の 発表」後 このような提言的なものか ら

具体性をおびて きたといえる。

またユーザー自体 もこれには大 きな感心をよせて,ソ

フ トウェア産業振興協会で も,「 具体化可能な範囲で率

先してソフ トウェア価格の標準算出方式を開発して,業

界の健全な発展をはかるべ きである」 として調査を進め

てきて いるわけである。 ソフ トウェアの 価値 について

は,本 来ユーザー(利 用者)に とって利用効果(価 値評

価)か ら決ってくるものであり,そ こに生産者の原価は

含まれているべきであるが,現 状では このような本来の

姿である評価主義はとりえないのが実情であり,と りあ

えずは原価を積上げていくことによって価格を決定する

という,い わゆる原価主義への方向か ら進むべ きである

というの が現在各方而 のおおかたの 見解 であるといえ

る。

同協会 もこのような方向から調査を進め将来ソフ トウ

ェア市場が発展 した段階で順次評価主義への転換をはか

るとしなが らも,当 面は,こ のきめ手不在のソフ トウェ

アの価値に対する問題の緊急性,必 要性から,ま ず原価

主義に もとつ く価格決定方式のモデル化を試みたわけで

ある。

2.「 原価」主義に基づ くソフ トウェアの

価格決定方式モデルについて

この調査では,モ デル改定に当たって,各 方面の過去

の調査結果をもとにしてさらにこれに実態調査等を くわ

えて 「実現可能」なモデル化をね らった。モデル作成は

委員会でモデル案を作 り,こ れに協会会員会社ヘアンケ

ー トを出し,そ の意見をもとに進められた。

ここでは,原 価主義に基づ くとはいえ,評 価的要素 も

含んだ部分 もあり,ま た本来の姿である評価主義に基づ

く場合でも価格決定の基礎要件 として一つの指標 ともな

りうるものと考えられる。以下はそのモデル案を示した

ものである。
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「原価」主義に基づ くソフトウェアの価格決定方式モデル

1)見 積価格決定におけろ工程区分について

工程区分は,次 の9段 階に分けられる。

①事前研究

②調査分析

③システム設計

④プログラム設計

⑤プログラム作成

⑥テス トランおよび結果の検討

⑦システム説明書の作成

⑧システム移行(別 枠)

⑨システムの保守(別 枠)

上記の①事前研究 とは,そ のプロジェク トないしジ 。

ブの受注のために,受 注前に要したすべての研究,調 査

活動をいう。たとえば,受 注見積作成過程における,予

備調査などである。⑧,⑨ の(別 枠)と は,見 積の とき

に必ずしもこの工程を含まな くても良い とい うことであ

り契約者間の協議でこの工程を(別 枠)と して,見 積 っ

てもよい。

2)各 工程における価格構政要素について

①マンパワー費

②マシン費

③直接費

④特別費

⑤一般管理費

③の直接費とは,当 該プロジェクトあるいはジ。ブに

個有に発生する直接経費をいい,外 注加工費,材 料費会

議費,旅 費交通費,印 刷費,資 料費などである。また④

の特別費 とは,そ のプロジェクトあるいはジ ョブのため

に特に必要 とする 「外部の頭悩」の賃借制や個有のソフ

トウェア使用料,お よび使用可能な 「半製品」な どを使

用した場合の経費である。

3)見 積 りの方法について

①マンパワー費(ま たは技術料,人 件費)

見積 りの方法については,各 工程毎に経費を見積る場

合が多く,主 として工数積上げにより算定する。各工程

区分 毎 に投 入 要 員の 割 付 け(構 成 人 員は格 付 け し ラン ク

を設 け る)に よ り,そ れ ぞ れ の所 要ll数 を見 積 り,積 上

げ を行 な ったの ち,各 トラ ン クの単 価(標 準 単 価)を 乗

じて マ ンパ ソー 費 として 算 出 す る。

格 付 け,ラ ン ク別 けは,プ ロジ ェ ク トな い し ジ ョブの

規 模,内 容,難 易度 な どに よ る ソ フ トウ ェアの もの と要

員 の 格 付 けが 考 え られ る。 プVジ ェ ク トな い し,ジ ョブ

の 標 準 ラン ク,標 準 工 数 が設 定 され る こ とが 望 ま しい

が,ま だ そ れ ま で に は至 って いな い。

要 員 の 格 付 けお よ び単 価 の設 定 は,次 の よ うに考 え ら

　
る

A

B

C

D

E

れ (試 案)

シ ニ ア ・S・E(シ ス テ ム ズ ・エ ン ジ ニ ア)

S・E

シ ニ ア ・プUグ ラ マ

プ ロ グ ラ マ(オ ペ レ ー ク)

ア シ ス タ ン ト

マ ンパ ワー費見積 表 の例

IL程

ド 分

数
積

L
己

マ ンバソー費

② マ シ ン費(コ ン ピュー タ使 川 料)

マ シ ン 費は,必 要 工程 に お い て コン ピ ュー タの 所 要 時

間 を見 積 り単 価,時 間 単 価 を乗 じて算 出 す るが,自 社 マ

シ ンで な い 場 合 は,有 料 の マ シ ン を使 用 す るか,無 料 の
し

を使用するかで見積額に含めたり,除 いた りする場合 も

ある。

③直接費

直接費は,当 該ジ。ブないしプロジェクト個有に発生

する,直 接経費を計上するが,各 工程毎に計上するか,

全体 としてまとめて一括計上するかは任意 とする。

④特別費

そのジ ョブあるいはプロジェクトのために特に必要と
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す る,技 術 料 相 当分 な どあ る場 合 に 特 別 費 に 計 上 す るが

モデ ル 案 で は,「 技術 料 」 は,マ ン パ ソー 費 に 吸 収 され

こ こに お け る特別 費 は,は っ き り と1力らか に な ってい る

もの だ け を と りあ げ る。

@ノー 般 管 理 費

一 般 管 理 費 は,個 有 に積 上 げ る力 式 で は な く,全 体 と

し て 一括 計Lす る。 そ の プUジ ェク トあ るい は ジ ョブ に

削掛 け られ る諸経 費な どの 割 合 は ① ～ ④ ま で の トー タル

・コス トの10～15%程 度 とし て,一 般 管 理 費 を設 定 して

い る。

3.ソ フ トウ ェア価 値 のあ るべ き姿 につ

い て

ソフ トウ ェア の価 格 は,従 来 受 注 タイ プの ソ フ トウ ェ

アが 多 く,見 積 り料 金 とし て決 定 し て い た。 例 え ば,コ

ン ピ ュー クの使 用 時 間 か ら,マ シ ン費 を,開 発 ス タ ッフ

の 人 数 とその 技 術 者 の 給 料 な どか ら人 件 費 を,と い った

具 合 に算 出 し,多 くは過 去 に開 発 した プuグ ラ ムのf直段

を 参 考 に しナこり,営 業 マ ンの 勘 で見 積 って い ナこの で あ

る。 しか も受 注 した ソ フ トウ ェア の完 成 を ま ってみ な け

れ ば,算 定 で きな い の で あ るか ら,お よそ,漠 然 とした

算 出方 法 で しか な か った わ けで あ る。 従 来,ソ フ トウ ェ

ア の評 価 は,ユ ー ザ ー の利 川 効 果 が 最 も重 要な ポ イ ン ト

で あ り,利 用 価 値 の 大 きい もの な らば,開 発費 の 回収 は

早 急 に 行 な え るし,少 々費 用 が か か って も開発 す る はず

で あ り,一 度 作 成 す れ ば,そ の コ ピー だ けで何 件 も引 き

合 いが で きる こ とは 当然 で あ る。 それ で 開 発 す る ソ フ ト

ウ ェア は よ り広 く利 用 され,よ り低 価 な もの でな けれ ば

な らな い 。 しか し,前 述 した 通 り,ソ フ トウ ェア の価 格

は,現 在 開 発 に 要 した 費用 か ら割 り出 す だ けに,ソ フ ト

ウ ェア の本 来 の価 値 を,価 格 に よ って正 し く表 わ して は

い な い。(も っ と も,ソ フ トウ ェアに 関 して,特 許 だ と

か,著 作 権 とい った よ うな,開 発 先 行 者 の 権 利 を保 護 す

る制 度 が 確 立 して い な い の で,ソ フ トウ ェアの 価 値 そ の

もの を見 積 るの も非 常 に難 しい とい わ な け れ ばな らな い

で あろ う。)ソ フ トウ ェアの 価 格 を決 定 す る 手が か り と

し て は,今 の と ころ,工 数 見 積 りに よ る もの が唯 一 の 方

法 とい え る。 しか も,ソ フ トウ ェ アは,一 般 に は ハー ド

ウ ェア に必 ず 付 随 し て い る もの とい う観 念 が あ るた め,

メー カー か ら 無 料 で サ ー ビ ス され る もの と 誤 解 され て

い る 面 もか な りあ るの で,純 粋 な ソ フ トウ ェアの 価 格 が

算 出 され,い わゆ る ソ フ トウ ェアが 完全 に 商 品化 され る

とい う段 階 に は ま だ至 って いな い とい え る。 さ らに ソフ

トウ ェア が 商 品 市場 を戊形成 し,そ の 市 場 に お い て,市 場

価 値 を 有 して い るか ど うか とい う問題 にな る と,は な は

だ 疑 問 で あ る。 な ぜ な ら ソフ トウ ェア の 商品 市 場 は,創

成 期 の 状 態 が 全 く無 い よ うな 状 態 で あ る。 そ れ で は,市

場 が 存 在 せ ず,商 品 とし ての ソ フ トウ ェア の 価格 は い か

に決 定 す る か とな れ ば,当 然 価 格 の 有 す る もう一 方 の側

面,す な わ ち,生 産(開 発)に 要 す る コス ト 計算 か ら

の ア プ ロー チ に よ るの が,現 在 と り うる有 効 な 方 法 に な

って くるだ ろ う。 しか し,こ の よ うな,原 価 主 義 に よ る

価 格 の決 定 は,商 品(ソ フ トウ ェア)の 利 用 者 の有 効 価

値 と して 評価 され る評 価 主 義 に よ る価 格 の決 定 とは,何

ら関 係 の な い ものか とい う と,そ うで もな い。 もちろ ん

この 二 者 を 関係 付 け る に は,完 成 され ナこ,商 品 市 場 とい

う もの が 存 在 し て い な くて は な らな い 。 原 価 積 上 げ方 式

に よ って決 定 され る価格 は市 場 に 出 る こ とに よ って評 価

(需 給 関 係 のつ り合 い)さ れ,新 た な評 価 に よ って,価

格 に フ ィー ドバ ッ クされ る もの で あ る。 そ こで,価 格 決

定 に つ い て 図1の よ うな フ ロー を一 応 考 えて み た。

この よ うに,ソ フ トウ ェア の流 通 市 場 が 存 在 す る とす

れ ば,原 価主 義 に よる ソフ トウ ェアの 価 格 が,原 価 「+

α」 とい う形(あ るい は 「± α」)で 生 ま れ形 成 され る

よ うにな る と考 えて よい 。 しか し,こ の ± αが 問 題 で,ま

た,± α の算 定 す な わ ち,こ れ が 利 用 効 果 の具 体 的数 字

とな るの で あ るが,そ れ に加 え て,市 場 で の流 通 の 度

合 い や 期 間 も± αの 要 素 とな るだ ろ う。 これ は,そ の

ソフ トウ ェアが 商 品 として 有 す る,市 場 性,信 頼 性,独 自

性 とい った性 格 に基 づ く もの と思 わ れ る。 と ころ が,で

は その αを どの よ うに決 定 した らよい か とい う具 体 的 な

方 法 にな る と,い ま の と ころ明 確 な もの で は な く,算 出

の要 素 ぐ らい に と どま って い るが,や は り利 用者(ユ ー

ザ ー)側 か らの 価値 判 断 を主 体 とし た,市 場 で の 自然 に

醸成 され た価 値基 準 が 中心 にな る と思 わ れ る。 真 に ソ フ

トウ ェアが 市 場 で 売 買 され 正 当 な価 格 が 決 定 され る とい

う,新 し い 「商 慣 習」 が一 般 化 す る には,利 用 者,生 産

者(開 発 者)の 双 方 に この新 し い観 念 を植 つ け る必 要 が
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あ る。 そ して,そ れ に は,ソ フ トウ ェア企 業 の 信川 度 あ

る いは,ソ フ トウ ェ ア企 業 の 開 発 能力 とい った もの が,

相 当な 売 手 側 の セー ル ス ・ポ イ ン トに な る。 しか し,市

場 の 白山競 争性 を重 ん じ る あ ま り,ダ ン ピング,過 当競

争 に な る恐 れ もあ るの で,業 界の 総 意 に よ る規 制 が 必 要

で あ る とい う声 が各 ソ フ トウ ェア企 業 で も開 か れ,価 格

決 定 「モデ ル」 お よび マ ン パ ソー 費 な ど,や は り業 界 全

体 の 一 つ の 基 準 を 作 成 す る こ とが先 決 で あ る。 そ れ に よ

つて,そ の 基 準 が 評 価 の 対 象 に な り,出 発 点 が新 し く生

ま れ て くるの では な い だ ろ うか 。

4.設 定 された 「モデル案」 と実態調査 の

問題点

次に 「モデル案」の内容と実態調 査の結果を挙げその

検討の過程で問題になった点などを述べてみる。 とくに

論議の対象 とな ったのは,工 程区分の①事前研究,価 格

構成要素の②マンパソー費,③ 技術料についてである。

「事前研究」はモデル案には,同 意して も実際に見積 り

の工程において存在することは(つ まり有償にするケー

スは)少 ないのではないか,と いうことで,実 情 とかな

り異っている,と の意見が多数聞かれ,む しろ,「 受注

獲得のための 「営業費」の考え方のほうがふさわしく,

他 の 項 目で 回 収 すべ きで あ ろ う」 とい う声 が 多 く聞 か れ

たが,こ の 「事 前 研 究 」 とい う項 目は,い ま ま で,あ い

ま い で あ った所 で,し か もか な り,知 識,技 術 力 な ど総

合 的 検 討 が必 要 で あ り,そ こに注 ぎ込 む 時 間 と∫1旨力 に ょ

って,受 注 す るか否 か決 定 され るの で あ るか ら,「 是 非

と も業 界 の 努 力 で 有 償 化を 実現 させ た い」 とい う委 員会

の検 討 を尊 重 し 「モデ ル 案 」 に 入 れ る よ うに した の で あ

る。 ま た,マ ン パ ソー 費に つ い ては,そ の 内 容 に 論 議 が

集 中 し た。 そ れ は,基 準 マ ン パ ソー 費な い しは 標 準単 価

の設 定 を 望 む 意見 と,マ ン パ ソー格 値 付 けお よ び標 準 工

数 の 問題 等 が あ った。 マ ンパ ソー ・コス トは,経 費の 中

で 最 も大 きな 部分 を 占 め て お り,ダ ン ピン グ,過 当競 争

の 根 も ここに あ る と思 わ れ るの で,明 確 な基 準 を 設定 す

る必 要 が あろ う。 そ こで,マ ン パ ワー 費 の設 定 を 「人 件

費+技 術 料=マ ンパ ソー 費」 と して 計 上 す る よ う試案 し

た。 ま た,マ ン パ ソーの 格 付 けに 関 して は,経 験 年数 に

よ りラン ク表 を試 算 し た。 表1に,基 準 マ ンパ ソ・一・一費 試

算 表 を 示 す。

最 後 に,「 協会 モ デ ルへ の準 拠 につ い て」 とい う調 査

項 目に つ い て は,問 題 は,モ デ ル が設 定 され た場 合 は 準

拠 して 行 く意 志 が あ るか とい うこ とで,こ れ には 「意 志

は あ るが,弾 力 性 を もた せ,業 界 の モ デル が この ソ フ ト

9
'

図1価 格 決 定 フ ロ ー
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ウ ェ アの 価値 の確 立 とい う目標 に向 って 行 動 を起 こす 出

発 点 とな り,さ らに充 実 させ て い く こ とを願 う」 とい う

よ うな 意 味 の コ メ ン トが 多 か った こ とで あ る。

激 しい競 争 の渦 の 中 に あ って業 界 の 、足 な み 、 を い か

に して そ ろ え るか,官 庁 関 係 の"入 札 制 度 、 とい う障 害

をどうするか,「 顧客との合意」を得ることが前提な ど

残 された重要な問題が業界に課せ られている現在,こ の

「ソフ トウェアの価値の確立」の実現に向ってさらに検

討が加えられ,新 しい提起が生まれて くるよ うにな ろ

う。

表1基 準 マ ン パ ワ ー 費 試 算 表

、

ラ ン ク 付 け

'ト

均

年

令

モアルn金

OI額)

人件費

Pl/日

技 術 料 円/日
マ ンパ ワー一費

(円/日)

A`〔},5` B.1.o' CU5・ D(2.0) E(2.5) Fl3,〔 〕} Gl3ふ
●

最 低 中1並数

シニ ア ・シ ステムズ ・A

エ ン ジニ ア

才

35
1〔}6,800

18131田

/

/ / 27,450 36,600 45フ50 54.90〔} 64.〔[50 45,700 64,000

Bシ ステ ム ズ ・エ ンジニア 3〔1 78,700 13,5{X)/ / 20,250 27,〔X〕0 33,750 40,500 47,250 33,700 47、3〔X)

Cシ ニ ア ・プ ログラマ 27 65,520 ll.2〔X) / 11,200 16,8GO 22,400 281(脚 33,600 / 22,400 33.叡 川

プロ グラマ
D(

オペ レー タ)
25 54,080 8,300 / 8,300 12.45〔} 16,600 20,750 24,900 / 16、60〔} 24.9〔刈

Eア シ スタン ト 23 47,795 7,400 3,7〔}([ 7、棚) 1111〔田 / / / / ll,100 14,800

22 41,912 6.9川 :く.450 6.wl 10.35〔} / / / / 10,300 13、801)

イ

σ

〉
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情報処理 サー ビス業の現状 と将来

本稿は,当 財 団が 昭和11年 度か ら糸勺三年間 にわ た り全国の情報処理 ゾー ビス業の実態 をア ン

ケー トおよび面接調査 によ り調査 しと りまとめた概要で ある。

昭 和44年 度は,情 報処理産業全 体につい て調 査し 「情 報処理関係機関 一・覧表(報{1;、ttU-RO

11)」 として報告,ま た昭和45年 度は情 報処理 サー ビス業の内情 を経営 者の直面す る問題 と し

てア ンケー トおよび面接 調査によ りとりま とめ 「情 報処理 サービス業の実態調 査(報告書15-R

OO9)」 として報告 した。

そ して,今 年度は,前 年度の マクロ調査か ら,さ らに調 香対象 を紋 ぼ った ミクロ調査 を行 な ,

つた。

1.調 査 の概要

A.調 査目的

情報処理サービス業 としての計算センターは,情 報化

社会の 「キー ・インダス トリー」 として期待 されてるに

もかかわらず多くの問題をかかえ,見 習 うべ き先発業界

もなく暗中模索をつづけているのが実情であ る とい え

る。計算 センターの多くは,過 少資本であり,進 出の容

易さもあって過当競争を続け,苦 しい経営状態にあると

いわれている。 このような情況のなかで,生 き残るには

経営体制をととのえ,将 来の見通しをたてなが ら,適 正

な経営が行なえるよう経営者は努力しなけれ ば な らな

い。

当財団では,こ のような計算センターの経営者が経営

改善をはかるに際して参考になることをねらいとして財

務,営 業体制,商 品内容,要 員問題等について詳細な調

査を実施した。

B,調 査対象および実施方法

当財団の情報処理サービス業実態調査は,過 去三年間

にわた って実施して きたが,従 来の調査はマクロな業界

の動向面を中心に行なった ものである。今年度は,個別企

業を詳細に調査し当業界の経営者に とって日々の業務上

役に立つ資料を作成することをね らっナこ。 このため調査

対象 も15社を選出し(こ の選出方法は,前 年度アンケー

ト調査に協力を受けt約130社 か ら中堅独立系企業を選

んだ。)直 接その経営者に面接を依頼して,で きるだけ

詳 細 で具 体 的 な 話 を聞 け る よ う心 が けた。 これ らの企 業

は 設立 後3～5年,年 収1億 円前 後 で従 業 員 規模30～100

人 程 度 で あ り,東 京 の他,地 方 の 企 業 も対 象 と しナこ。 調

査 対 象 内 訳 は,以 下 の とお りで あ る。

(a)東 京 ・神 奈 川10社

(b)大 阪2社

(C)そ の 他 地 方3社

C.調 査 事項

調 査 は,情 報 処 理 サ ー ビ ス企 業 に お け る,必 要 な あ ら

ゆ る項 目に わ た って い る。 それ らを列 記 す る と,

(1)財 務 変 化

過 去3～5年(45年 度 ま で の)資 本 金,年 間 収

入,年 間利 益,の 経 年 的 変 化 を と らえ,企 業 の 成 長

経 緯 を 知 る。45年 度 の 総 資 本,経 費,内 訳

② 組 織 管 理 体 制

要 員数,組 織,教 育,給 与,厚 生,ハ ー ドウ ェア

管 理,な ど人 事,設 備 部 門 を把 握 す る。

一23一

(3)営 業状況

顧客構成,売 上比率,サ 」ビス状況,標 準化問題

料金体制,業 界の状態な ど最 も重要な調査事項 とし

て,経 営の内部的分析をはか った。

(4)将 来の経営計画について

今後の適用業務の見通し,業 務提携,外 注,企 業

がかかえている問題を今後 どのように解釈して行 く

か,検 討する。以上の四項目を調査の骨子として,

調査分析を行な った。
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2.調 査結果の概要

A.財 務 内 容 につ い て

調 査 対 象企 業 の平 均 経 営 規 模 につ いて み る と,

●売 ヒ高13,000万 円(最 高25,000～ 最 小6,000万PD

●総 資 本6,337万 円(最 高11,505～ 最小4,300万 円)

●人 員63名(104名 ～42名)

で計 算 セ ン クー として は 中 堅 ど ころ で あ り,平 均 付 加 価

値 生 産 性150.7万 円(最 高208.4万 円 ～ 最低90万 円)で

あ ったnこ れ に対 し資 本 集 約 度 は100万 円,資 本 の生 産

性151%で,資 本 のll「転 率 は2.06で あ る。財 務 内 容 は,

ま ず ま ず の と ころ で あ る。 人 件 費 水 準62万(∫]平 均5.3

フ∫)で 地 方 の 計算 セン ク ー も対 象 に し て い るの で 賃 金 水

準 も中 小 企 業 と して は 高 い 方 で は な い とい え る。 自己 資

木 構 成 につ い て み る と,自 己 資 木34.3%,長 期 他 人 資 本

25.0%,短 期 他 人 資 本27.9%,流 動 資産60%,固 定 資産

40%と い う結 果 が 出 た。 これ を 生 産 性 に も とつ い て分 類

す る と表2の よ うに な る。

生産 性 の平 均 は前 述 の ご と く150.7万 円 で あ る。 しか

し,こ の 表2で み る と高 生 産 グル ー プは低 生 産 性 グル ー

プ の1.6倍 で あ るが,人 件 費 水準 に つ い てみ る と高 生 産

性 グ ルー プ と低 生 産 性 グ ル ー プの 差は な い とい え る。

業 務 内容 に 関連 して み る と高 生 産 グル ー プは 受 注 計 算

業 務 は75%以 上,パ ン チ業 務 は25%以 下 で あ るの に 対 し,

低 生産 性 企 業 は顧 客 層 が 充 実 され てい ず,計 算 機 の 稼 働

が 充 分 に され て か っナこり,パ ン チ業 務 が5割 以 上 と極 め

て 高 い セ ン ター もあ った。 シ ス テ ムズ ・エ ン ジ ニ ア,プ

1・1グラマや 管 理 者 が 高生 産 企 業グ ル ー プ で は 比較 的確 保

されていた。

調 在対象企業社を業り～全体(通 産 省実態調査)と 比較

すると表3の ごとくなる、,これでみると利益率は非常に

良 く,業 界のでも収益率の高い企業を対象として調査し

たことになる。

次に他産業と財務内容を比較しナこのが表4で ある。こ

れでみると調査対象が」七較的優良企業であったため,利

益率など優るとも劣らない内容であ り,次 の事がいえよ

う。

⑦ 情報処理サービス業の生産性は中小企業の生産性

と大差ない。

②1人 当たりの資本投下量は製造業,中 小企業に比べ

て約%で あ り,こ れは情報処理サービス業が人間巾

心の産業である事を示している。

③ しかし人件費水準は決して「5水準 とはいえない。

④ 資本の利用は高度になされているが,今 後開発費

に対する投下資本を考えると現状では満足できるも

のではない。

⑥ 情報処理サービス業が目的 とする知識集約産業に

脱皮する為には優れた人材 とソフ トウェアの向上が

望まれる。

次にADAPSO調 査(1969年)と 通産省実態調査 と

で日米の情報処理サービス業の損益比較をすると表5の

ようになる。

この表でみるか ぎり我国の方が収益性が高いことがわ

かる。しかしその内容についてみると,日 本の場合人件

費,電 算機費用,そ の他経費が%つ つで構成されている

のに対し,米 国の場合,人 件費が約50%を 占めている。

'■

φ

`

唱

表2生 産性別構成比 表3損 益の構成比率

項 「1
ilξ】i生産 性 中 生 産'ドk 低小産性 つ♪]・liヌ]象`＼ 諜S(14{t) 通産省実体調査

グルー プ グルー プ ク ル … ソ
売 上高(100) (100)
'{セ 月j(89

.4) (95.o)
付加価値生i立1性 212.5 164.9 132.2 人 件 費30.1 3〔〕.6

資 本 集 約 度

総 資 本 回 転 率

付 加 価 値 率

人 件 費 水 準
〃 配分率

118.8

2.51

0.撒6

68.6

0.32

ユ17.7

1.6∩

0.92

59.3

0.36

79.6

2.70

0.61

68.99

0.52

⊇12剰(29…

警 ㌶,il}(29…
利 清釜(10.6)

}…9

/33 .5」

(5.o)

対 象`'糀 2、9.11 5、8,1・1 1、4.15
平均 売 上高1社13,035万Ill
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令

この傾向は,今 後わが国においても情報処理サービス

業が知識集約産業として質的高度化を行な うにしたがい

強まるものとみてよい。

B.情 報処理サービス業の経営組織

経営組織面についても,情 報処理サービス業独自の形

態が見出されることはもちろんであるが,経 年的変化に

ついて見て も,面 白い結果が現われている。それを列記

してみると

① 企業の経営が軌道にのるようになる,開 設3～5

年を経過するころから,単 なる受注計算業務の他に

システム開発あるいは,プ ログラム開発 といった高

度化の欲求が顧客,企 業内部の両方から起 り,そ れ

に従って新ナこに,シ ステム開発部門が計算部門か ら

独立するような傾向がある。

② 営業部門が強化 され,や は り業務(生 産)と 販売

が分離される傾向がある。

③ 情報処理部門にシステム,プ ログラム,計 算,パ

ンチの4部 門を統括する管理部門を置 き,日 程,作

業,納 品 進 捗 度 の 管 理 な ど行 な って い る。

④ ま た,業 務 内 容 に よ りプ ロジ ェ ク ト制 を とる企 業

も現 わ れて い る。

な どで あ る。

要 員 の 問題 では,ど こ も一 様 に,シ ス テ ム部 門の 管 理

者(経 験 を積 ん だSE)と,営 業 で シ ステ ム部 門 に 明 る

い者,い わ ゆ る,セ ール ス ・エ ンジ ニ アの ス ペ シ ャ リス

トの充 足 が 急 務 で あ り,外 部 か ら補 充 す る こ と も,そ の

絶 対 数 不 足 の ナこめか,な か な か難 しい の で,白 社 内 で育

て る し かな い,と い う こ と も訴 えて い るの も,今 後 マ シ

ン の レベ ル ・ア ップ と と もに,考 えね ば な らな い 問題 の

一 つ で あろ う。

ま た,そ れ に と もな って 賃 金 問題 に も触 れ るが,一 般

に直 接 要 員,間 接 要 員 と も他産 業 と此 べ て た い し た 差は

な いが,マ シ ンの 稼 働 時 間 の 関係 か ら,か な り直 接 要 員

の 残 業 が 多 くな って い る傾 向 が あ る。 これ に つ い て もシ

フ ト制,あ るい は,作 業 計 画 な どの実 施 に よる改 善 をは

か って いか な けれ ば な らな い だ ろ う。

表4他 産 業 と の 比 較

●

'

情 報 処理 サ 一一ビ ス業 中 小 企 業: 、

比 率
14社 (50人 ～299入)

ヨ… 要 企 業

1自 己 資 本 」七 率 34.3% 22.1% 21.5%

2況 己 重力 」ヒ 蹄ξ 124.8% 112.工% 115.0%

3固 定 比 率 143.4% 159.5% ユ99.o%

4固 定資産対長期資本」瞬 〔 83.9% 83.6% 84.6%

5∫1イ 責!ヒ 了」ド 19L5% 353.2% 365.9%

6固 定 資 産 回 転 率 4.2回 4,9回 2.41lll

7総 資 本 回 転 率 2.1% L7% LO%

8売 上 高 対 純 益 率 ユ0.6% 4.1% 5.4%

9総 資 本 純 益 率 21.8% 6.9% 5.2%

ユ0金 融 費用対 売上 高 比率 1.6% 2.7% 4.2%

注)中 小企 業,主 要企業の諸比率 は 「日銀中小企業経営分析」46年 版

表5日 米 コンピュータ ・サー ビス業界比較(44年 度)

費 目国 営 業'

収 益

営 業

経 費

電算機

費 用
人件費 その他

営 業

利 益

営 業外

収 入

営彩 ト

経 費

営業外

利 益

税 引前

純 利益

日 本

44年45年～
4/13/31

100 93.5 30.9 30.6 31.9 6.5 1.4 2.9 △ 工.6 5.0

米 国

1969(S44年)
100 97.1 21.1 49.1 49.1 2.9 0.6 0.5 0.1 3.0

一・・r-25
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C.情 報処理サービス業の営業活動

次 に サ ー ビ スの 標 準 化,コ ス ト計算 と料金 体 系,将 来

の経 営 計 画,業 界 競 争 どな に つ い て み る こ とに す る。

① サ ー ビスの 標 準 化 お よ び プ ログ ラ ム ・パ ッケ ー ジ

に つ い て

情 報 処 理 サ ー ビ ス企 業 は,現 在 そ の サ ー ビス を受

託 に よ る業 務 い わ ゆ る 、注文 生産 、 とし て 行 な って

い るが,問 題 は 顧 客 ご とに,個 別 の サ ー ビス を提 供

しな けれ ばな らな い 所 に あ る。顧 客 を 一括 し て共 通

な プ ログ ラム を作 成 し,業 務 を 行 な え ば,コ ス トも

安 い し,労 力 も省 け る こ とは 明 らか な の だ が,そ れ

には,顧 客 の 業 種 ご との 統 一 と共 通化,標 準 コー ド

会 計 年 度 な どの 統 一 を達 成 しな けれ ば な らな い だ ろ

う。 そ し て サ ー ビス提 供 側 の 積 極 的 な 働 きか け も必

要 だ が,顧 客 自体 の 意 志 に よ る ま とま りが大 事 で あ

る と思 わ れ る。 しか し,現 状 で は,顧 客独 特 の 複 雑

多種 の 項 目が あ り,そ の 標準 化 を進 め る とな る と,

相 当 大 きな プ ログ ラ ム ・パ ッケ ー ジ を 開発 しな けれ

表6経 営

ば な らず,と て も一 情 報 処 理 サ ー ビ ス企 業 で まか な

え る もの で は な い。 現 に,単 純 定 型 業 務(受 託 計 算

の うち,税 金 計算,給 与 計 算,と い った 単 独 項 目だ

け処 理 す る よ うな業 務)だ け を行 な い,大 型 の パ ッ

ケー ジ ・プ ログ ラ ムの 開発 は,公 共 機 関 の よ うな 所

で の 開 発待 ち とい った意 見 も企 業 に は あ る。 この 問

題 は,早 急解 決 され な けれ ばな らな いが,今 の と こ

ろ,一 部,地 域 的 に,ガ ソ リン ス タ ン ド,薬 局 な ど

の パ ッケ ー ジ ・プ ログ ラ ムを開 発 し てい る程 度 で あ

る。

② コ ス ト計算 と料 金 体 系

コ ス ト計算 は,皆 一 様 に 体 系 化 され て い る。 コ ス

ト計算 の基 礎 とな る もの は,

a.コ ン サ ル タ ン ト料 一 人 件 費

b.マ シ ン費 時間(分)

c.パ ン チ料

d.消 耗 品 費

e.一 般 管 理 費

な どを あ げ てお り,こ れ に利 益 を加 え た もの が,総

計 画

収 入

(円)

人 員

(円)

利 益

(円)

マ シ ン パ ワ ー 備 考

1
17,000万/年

平 均1人300万
40～60人

レン タル

月500～600万 円 の 機 器

2
借入金な し,8分 年配当,最 低で も利益 出る

管理,専 門職の分化

3 4,000万 10人 マ シ ン]0年 稼 動 50～80人 で は労 務 管理 が大 へ ん で あ る

4 12,000～18,000万 大 きな企業が10社 ほしい

5 20,000万 70人
1,000万/年

純 利

6 20.000ノ 」 80人

7 ユ0,000万 50人 TSS化 のマ シ ン 市場は地域性

8 40,000～50,0(X)万 ユ20～130人
101000～

ユ2、500万

FACOM230-25.45

パ ンチ50

レンタル1/4人 件費1/4管 理 費1/4

利益1/4

9 未定,将 来中型機でも導入 したい

10
15,000ノ 」

1人3(X}万
50人

S.E.PT(専 門 家 と して実 務 経 験 高 を含め)

20人 他30人

11 25.200フ ∫ 90人 2,000万 FACOM230～252セ ット オープン収 入30%

12 36,000万 75人
4,8〔}0万

(ユ5%)
HITAC8400 顧客層 売上年20～30億 円の企業

13 12,000万
(㌶ ∫:。幾 フ蹴 による)噸 ・・

14 24,600万 100人 以 上 粗 利54%

15 ユ8,000万 70人 1,800万
FACOM230-20、30

F35(オ ンライン用)
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◎

費 用 とい う よ うに な って い る。 料 金 体 系 も調 査 した

範 囲 で は だ い た い で きて い るが,そ の 企 業 の 地 域 的

顧 客 層 に よ り,そ の都 度,料 金 が 変 わ る と ころ もあ

り,企 業 に よ って は,プ ログ ラム作 成 料 金 は,顧 客

が 官公 庁 か,民 間 会 社 か に よ っ て変 更 す る と ころ も

あ る,と い った具 合 で,「 サー ビ ス とは,タ ダ」 と

い う観 念 が あ る顧 客 もあ って 規 定 の 料金 体系 が そ の

ま ま実 施 され る こ とは 少 な い とい って よい だ ろ う。

③ 将 来 の 経営 計 画 お よ び,業 界 の競 争 状 態 に つい て

将 来 の 経営 計 画 に つ い て は,調 査 段 階 で い ろい ろ

な 意 見 が 聞 か れ た が,次 の 表6の よ うに 今 後 の顧 客

構 成,有 望 な適 用 業 務,シ ス テ ム開 発 の 内 容,マ シ

ンの レベ ル ア ップ,当 面 す る 問題 な どに つ い て整 理

し て み た。

これ を見 る と,や は り,安 定 した経 営 を維 持 す る に

表7生 産性 別コ ンピュータ設置状況

(社数)
中 型

3台

中 型

2台

大)111

1台

d哩1台

小型1台

中'1`!

1台
、i卜

高生産性

グルー プ
1

1
2 4

中 生産 性

グル ー プ
3 1 4

低生産性

グループ
1 4 6

il卜 1 4 1 1 7 H

は,顧 客 の 拡 大,パ ッケー ジ化 の推 進 あ るい は,要 員

(特 にSE管 理者)の 補 充,マ シン の レベ ル ア ップ,な

ど業 務 を 拡 張 させ る対 策 を検 討 す る必 要 が あろ う 。企 業

は,大 規 模 で単 発 型 の 注 文 よ り,小 額 の 仕 事 で も,年 間

継続 して 取 れ る方 を好 む よ うで,こ れ か らも,中 小 企

業,問 屋,小 売 店 な ど こま め に 回 って,仕 事 を 取 ろ う と

表8適 性 規 模 の 考 え 方

9

今後の顧客構成 イ∫望な適 用業務 シ ステ ム開 発の 内容 マ シ ンの レベ ルア ップ 直 面 して い る問 題 点

1'
ア プ リケー シ ョ ン利 川

で きる ところ

マ ル チ ジ コブ の 出 来 る

所OR.(ビ ジネスゲーム)
TOSBAC51(x)導 入lll

顧 客の 増1川 こ

対 応 で き ない。

2
いすず関連企 業

製造業 と販売 業

フ ォ一-1・ラ ンに よる シ ミュ レ

ー シ ョン拍 動 ・II:販売6';二理

科学計算
ユーザー別債権管理

3

4
商 社 製造 業
パ ッケー ジ利 用 広 い 分 野 にわ たる 調 査中

ドラ ム1(X)%UP,32K～

64K～
増資一利益 と社 員持株

5
卸 売団 地,販 売管 理 シ

ス テ ム,市 役 所 住民管理 HITAC8350(P)
人材 難,労 務管 理

ユ ー ザー の 単 独導 入

6
地域産 業の中小企業,

他 東京地方

パ ッケ ー ジ(問 屋用)

販 売 関係 営業上級SEの 不足

7 自治体,農 協 コス ト計算
コ ン パ イ ラ ・プ ロ グ ラ

ム 各 種

コ ンパ イラの で きる

IBM360-30

氾.グ)」乏し、f仁'粁 と 矢Uカ・し・イ{:・ド
の バ ラ ン ス,PG,SE要 員 の

確 保 定 収 入

8
rl治体,農 協(地 方 都

市 の特徴)
住民管理 資金勘定 あって銭たらず

9 銀 行iサ ーざ ス,互 助 会
メー カ ーの ア プ リケー

シ ョ ン開 発 に協 力参 加 未 定
・

業務拡張

10
ノ」・規 模 を こ まめ に とる

(問 屋,小 売,製 造 業)

商品管理,生 産 管理

小売店用財務

PT.MTコ ンバ ー タ周 辺

機 器 の拡 張 した い.

CPU本 体 は現 状

過 当競争,ソ フ ト開発の

先行投資が負担

、

11 中小企業
銀行,病 院,港 湾の情

報処理

標準化が急務

次 に特定PG

FACOM230-25

2セ ッ ト

人材(外 卸 の 専門 家 の 使 い
方)SE,中 間 管 理 者の 不
足

12 技術計 算,監 査 人材,能 力の限界

13 病 院
診療 請求,教 育産 業

マ ー ケ ッ トリサ ー チ 考 えて い ない
ダンピング,納 期厳守

関係継続

14 ガ ソ リン スタ ン ド ガ ソ リン ス タ ン ド処 理 その パ ッケー ジ化
FACOM230-45

(45年 中)

ダンピンクニコス トダウン

(200万 の仕 事 を80ノ∫)

15
機 械 加 工 メ ー カー

カ ーデ ー ラー
病院情報

1

自動 検診システム
パ ッケー ジF230-20 ,25

オ ンライ ンーF230-35

中 間管 理 者 養成,資 金面

online技 術 レベルア・ソブ
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する傾向が見 られよう。

業界の競争状態については,ほ とんど全社,激 しくな

っていると,口 をそろえている。よって,現 状では,か

な りこの業界は買手市場にあると見 られ,ダ ンピング,

コス ト・ダウンな ど,至 る所で聞かれた。また,銀 行筋

の計算 センターが業界に割 り込んでいるのは事実で,協

調的にやっている所 もあるが,概 して,そ のサービスの

安さに恐威を感 じている所が多い。

次にハー ドウェアと生産性についての関係をみること

にする。

今回の調査対象先は此1安的安定した経営を行なってい

る企業である。したが ってコンピュータも中型機程度の

機種を設置しているといえよう。調査対象先の設置状況

を企業の生産性グループ段階別に示したのが 表7で あ

る。この表をみるかぎり,付 加価値生産性は中型セット

を設置している企業 と大型機を設置している企業の付加

価値生産性は高 く,中 型機1セ ットおよび中型機 と小型

機を併用している企業は社を除 き低い。

つまり,コ ンピュータ規模が,中 型機以上のセットま

たは大型機の場合は生産性が一般的に高 く,そ の意味で

機種規模のレベルアップな り拡張が付加価値生産性向上

か らいって必要であるといえる。しかし根本的には,ソ

フ トウェアの整備 とその効率性の向上な らびに管理運営

上の効率化が必要である。

ところで調査対象企業の設置コンピュータは最新機種

は%程 度にすぎない。現のハー ドウェア水準からいえば

必 ず し も効 率 の良 い もの とは い えな い。 ハ ー ドウ ェアの

変 換 に と もな う ソ フ トウ ェア や コンバ ー ジ ョンに 要 す る

経 費 の 点 で難 関 が あ り機 種 の レベ ル ア ップや 新 機 種 へ の

転 換 よ りも旧機 種 を も う一 台導 入 し よ う とい う傾 向 が あ

っナこ。 これ らの 事 は長 期 的 に は必 ず し も望 しい こ とでは

な く,こ の 業 界 の必 要 性 か らい って も,ソ フ トウ ェア,

コ ンバ ー ジ ョンの た め の ソフ トウ ェア ・シ ス テ ムの 早急

な 整 備 が 慎 ま れ る。

調 査 対 象 企 業 に 今後 どの よ うな規 模 ま で計 画 し てい る

か とい う問に 対 しそ れ ぞ れ 表8のC"と き回答 を よせ て い

る。

計 算 セ ン ター の 適正 規模 に つ い て は,そ の基 本 的 考 え

方 は 他 の 企業 と一 般 的原 則 は 同 じ と考 え て良 い。 この 業

種 で は 特 に重 要 な 点 は,

① 人 事 管 理 面 の 適 正 規 模

② 財 務 面 か らみ た取 入,支 出,付 加 価 値 生 産 性,経

営 資 本

③ マ シ ンパ ワー の 規模

で あ る。

と もあ れ この業 界 の現 在 の状 況 は,つ きつ めて い う と

い か に して生 き残 れ るか とい う点 に あ る とい え る。 今 後

この 業 界 で 勝 ちぬ くに は,こ の よ うな 状 況 に あ っ て,資

本面,人 の面,ソ フ トウ ェア面 な どにつ い て どれ く らい

政 策 余力 を もって先 手 を打 って い け るか とい う所 に あ る

よ うだ。

ひ

●

⑨

■
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研 究 開 発

イ ン タ ラ ク テ ィブ ・シ ミュ レ ー シ ョン 言 語

SIMBOL

令

シ ミュレー ションのオン ライン利用の効果が云 々されてすでに久 しい。 モデル の作成 や変更

部分 的な,あ るいは試行錯誤 的な実行の繰返 し,こ れ らを会話的に または インタクテ ィブに お

こなえ ることの効果 は確 かにあ るであろ う。 しか し,一方 シ ミュレー シ コンの仕事 その ものは,

相当なCPUタ イム と豊富 なメモ リ ・スペースを必要 とす る代表的な ものの一一つで もある。

TSSや オ ンライ ン ・システムの環境下 で,こ れ らの要求 を十分 に満足 させ よ うとすれ,必

然的にかな り大型の システムを対象 とせ ざるを得 ない といで あろ う。

MITのCTSSの もとで使用 され ていたとい うOPS-3,そ の後MULTICSの もとで使川

され る予定 といわれ たOPS-4等 は,数 少ないオ ンジイ ン ・シ ミュレーシ コン ・システムの例

であろ う。

当財 団が計 画した シス テムは,会 話型的処理 とバ ッチ型処理の両方の機能 を持 持ら,使 川 音の

希望 によ り任意の切 りか えが可能な もの とした。 シ ミュレー シ ョンとい う仕事の性質か ら,会

話型処理の みではス ピー ドの点で,実 用性 がやや薄いのではないか と判断 したか らであ る。ま

たTSS端 末 としてCRTデ ィス プレイを主体 に考 えたのは,簡 単 なグ ラフ表示,モ デルのス

テー タスの ダイナ ミックなモニタ リング等 に新 しい効 果を出 させよ うと試 みたためである。
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1.SIMBOLの 概要

SIMBOLは,離 散 系 モ デル の シ ミ ュレー シ ョンT

SSの もとで オ ン ラ イ ン ・イ ン タ ラ ク テ ィブ で 行 な うた

め に 設 計 され た会 話 型 言 語 で,次 の様 な 特 徴 を持 って い

る。

(1)モ デ ル の作 成 が イ ン タ ク ラ クテ ィブ に で き,随 時

修 正 や追 加 が で きる。

② モ デ ル全 体 が 完 成 して い な くて も部 分 的 に テ ス ト

し なが らモ デル を構 成 して行 く こ とが で きる。

{3)プ ロセ ス タ イ プの 言 語 で あ り,従 って モ デル 表 現

の し 易 さ と記 述 性 の 豊 さを備 え て い る。

(4}モ デル の 実 行 に関 す るオ ペ レー シ 。ン機 能 が 豊 富

で あ る。

㈲ トレ ー ス機 能 が 豊 か で そ の オ ペ レ ー シ ョン も自 由

で あ る。

{6}デ バ ックの モ デル の 一 部 或 は全 部 を コン パ イル し

て オブ ジ ェク ト・プ ログ ラ ムを作 成 し,モ デル の 実

行 ス ピー ドを あ げ る こ とが で き る。

(7)モ デル 実 行 時 に途 中 で ス テ ー タ ス を セー ブ し,後

に そ こか ら再 実 行 す る事 が で きる。

(8)ラ ン タ・fムにQuitを か け モ デル の ス テ ー ク スを

参 照 した り変 更 し た り白山 に で きる。

{9)キ ャ ラ クタ ・デ ィス プ レ イ を端 末 と し,モ デ ル の

ス テー タス等 を バ ー チ ャー トで表 示 す る こ と もで き

る。 必 要 に応 じて,ハ ー ドコ ピー の 作 成 も可 能 で あ

る。

以 下 に これ らの 特 徴 の うち,モ デ ル ・ビル デ ィン グ,

モ デル の実 行 モ ー ド,ラ ン ・タイ ム ・イ ン タ ラ クシ ョン

お よ び イ ン タブ リー ト ・モー ドと コン パ イル ・モ ー ドに

つ き,簡 単 に 説 明 す る。

A.モ デ ル ・ビルデ ィ ング

バ ッチ処 理用 の シ ミュレ ー シ ョン 言 語 で は ほ んの 一一寸

で もモ デル を修 正 し よ うとす る と リ コ ンパ イ ル を し な く

て は な らず 大 変 不便 で あ る。 これ は特 に シ ミュレ ー シ 。

ン言 語 に 限 った 事 で は な い が,イ ン タ ラ クテ ィブ ・シ ス

テ ムの 最 大 の 利 点 の1つ は 臨 気 応 変 に 手軽 に プ ログ ラノ・

の 修 正 が で き,つ い で その テ ス トラ ンが可 能 だ とい う事

で あ る。SIMBOLは 端 末 と して キ ャ ラ クタ ・デ ィス

プ レ イ を用 い て い る為,タ イ プ ライ タ端末 に 比べ,エ デ

ィテ ィン グ機 能 は よ り優 れ てい る。

一29一



∫II)Z)ECジ ャー ナ ル

B.モ デ ル の 実行 モ ー ド

複雑 に関 連 付 け られ た要 素 に よ って 構 成 され るシ ミュ

レ ー シ ョン ・プ ログ ラ ムに お い て は,全 体 を 関連 させ て

テ ス トを行 な う以 前 に 個 々 の 要素 で 十分 な テ ス トを し て

お い た 方 が 効 率 が良 い。 そ の為 に モ デル 全 体 が 完 成 して

い な くて も,で きた部 分 か らテ ス トす るf段 が 用 意 され

るべ きで あ ろ う。 この為SIMBOLで は モデ ル の実 行

に2つ の モ ー ドを用 意 して い る。1つ は個 々 の プ ログ ラ

ム毎 に,特 に シ ミュ レー シ ョン ・ク ロ ッ クの 進 行 を行 な

わせ ず,他 の1つ は,一 応 モデ ル全 体 が 出 そろ って か ら

シ ミュ レー シ 。ン ・クWッ クを実 際 に 進 めな が ら実 行 す

る モー ドで あ る。

C.ラ ン ・タ イム ・イ ンタ ラ ク シ ョン

シ ミュ レー シ ョン を オ ン ライ ン ・イ ン タ ラ クテ ィブ に

行 な う事 は,モ デル 作 成 時 の テ ス ト,修 正 とい った イ ン

タ ラ クシ 。ン も重 要 で あ る,そ れ と同 時 に モデ ル 実 行 時

の イ ン タ ラ クシ ョンが よ り重 要 で あ る。 モデ ル の 実行 方

法 に 関 す る 自由度 とか,ラ ン ・タイ ムの イ ン タ ラ ク シ 。

ン とい うよ うな 事 は 従 来 の バ ッチ処 理 用 の シ ミュ レー シ

・ン 言語 に お い て は十 分 満足 の 行 く もの で あ った とは い

い が た い。 オ ン ライ ン ・シ ミュレー シ ョンの 一 つ の ね ら

い は これ らの機 能 を充 実 す る事 で あ る。 トレ ー ス機 能 チ

ェ ッ クポ イ ン ト ・リス ター トあ るい は モニ タ リン グ等 の

機 能 は そ の例 で あ る。

a)ト レ ー ス機 能

一 般 に バ ッチ処 理 用 言語 では
,ひ とた び トレ ー ス指 定

をす る と,途 中 で もは や その 必 要 が な い と気 付 い て も,

一 区切 りつ くま では 無 駄 な トレー ス が続 行 され
,途 中 で

中断 させ る わ けに は い か な い。

実 行 中 の プ ログ ラ ム とラ ン ・タイ ムに 自由 に イ ン タ ラ

クシ 。ンが とれ れ ば,こ の 問題 は 解 決 す る。

b)チ ェ ッ クポ イ ン ト ・リス タ ー ト

シ ミュ レー シ ョン ・プ ログ ラ ムの 実 行 は 一 般 に 時 間 の

か か る もの が 多 い。 な ん らか の理 由 で実 行 最 中 に 一 時仕

事 を 中 断 し,再 び別 の機 会 に これ を続 けた い とい う要求

が起 る。SIMBOLで は 仕 事 を中 断 した 時 点 で モデル

の ス テ ー タ ス を セ ーブ し て,次 の 時 に は そ の ス テ ー タ ス

を再 び ロー ドし実 行 を再 開 す る,い わ ゆ る チ ェ ッ クポイ

ン ト ・リス ター ト機 能 を持 ってい る。

一般 に シ ミュレ ー シ
。ン で は,実 行 を開 始 して か らし

ば ら く して,系 が安 定 す る ま では 役 に 立 た な い の が 普通

で あ る。 そ れか ら種 々の パ ラ メー タを 変 え な が らシ ミュ

レ ー シ 。ン を繰 り返 す 事 が 多 い の で,毎 回系 が 安 定 す る

ま での 経過 を繰 り返 す の は無 駄 で あ る か ら,系 が 安 定 し

た 事 を 判定 出来 た な ら この 時 の ス テ ー タ ス を セ ーブ して

お き,以 後 は そ こか ら リス タ ー トを繰 り返 す 利 用 方法 も

可 能 で あ る。 この 為 に ス テー タス を 再 び ロー ドした 時 点

で一 度pauseし ユ ー ザ ー が パ ラ メー タの値 を変 え た り

す る措 置 が 取 れ る様 に な って い る。

c)モ ニ タ リング

実 行 中 の モデ ル の ス ケ ジ ュー ル ・テ ー ブル の 様 子 や,

各 種 変 数 の 内 容 な どの モ デル ・ス テ ー タ ス をい つ で も参

照 す る事 が可 能 で あ る。 これに は 二 通 りの 方 法 が あ り,

一 つ は 実 行途 中 でQuitを か け モデ ル の 実 行 を一 度 中 断

し,ス テ ー タ スを 参 照 す る方法 と,他 の 一 つ は実 行 を中

断 せ ず,随 時 特 定 数 の 内 容 な どを,バ ー チ ャー トに よ っ

てキ ャ ラ ク タ ・デ ィス プ レ イ に表 示 し その 様 子 を 知 る方

法 で あ る。 前 者 は モデル の実 行 が 止 って い る時 に モニ タ

す る とい う意 味 で ス タ テ ィ ックな モ ニ タ リング とい う。

一 方
,後 者 は これ に対 し て ダイ ナ ミ ックな モ ニ タ リン グ

とい う。 これ らの モ ニ タ リング を利 用 す る こ とに よ り素

早 くシ ス テ ムの 状 態 を把握 す る事 が で き る。 例 え ば特 定

変数 の変 化 を見 る事 に よ って そ の系 が安 定 し た か否 か を

判 別 す る事 もで き よ う。

D.イ ンター プ リー ト ・モ ー ドと コ ンパ イル ・モ ー ド

SIMOLの モ デル は,メ イ ン ・プ ログ ラ ム ・ア ク テ

ィ ビテ ィ ・プ ログ ラム,プ ロセ デ ュア とい っ た プ ログ ラ

ム要 素 で 構成 され て い て,イ ン ター プ リテ ィブ に 実 行 さ

れ るの が 普通 で あ る。 メイ ン ・プ ログ ラ ムや ア ク テ ィ ビ

テ ィ ・プ ログ ラムな どは特 に シ ス テ ムの ダイ ナ ミッ クな

部 分 を記 述 す る もの で(こ れ らに つ い て は 後 述)お 互 い

に 他 の要 素 と複雑 な 関 係 を持 って い る もの で あ るが,プ

v]セ デ ュアはFORTRANで い うサ ブ ル ー チ ンや フ ァン

クシ 。ン と同 じよ うに これ だ け独 立 した ス タ テ ィ ックな

もの で あ る。 した が って プ ロセ デ ュア は デバ ックが 済 ん
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で し ま えば 特 に イ ン ター プ リテ ィブ に実 行 されず と もコ

ンパ イ ル して オ ブ ジ ェ ク トを 作成 して しま った方 が 処 理

の ス ピー ドが 向 上 す る。SIMBOLに お い ては プ ロ セ

デ ュア単 位 に コ ンパ イ ル して オ ブ ジ ェ ク トを作 成 し,こ

れ を イ ン ター プ リテ ィブ な メイ ン や ア クテ ィビ テ ィ と組

合 せ て 実 行 す る事 が 可 能 で あ る。 さ らに モ デル 全 体 も完

全 に デ バ ッ クが 済 み,あ とは プ ロダ クシ ョンの み 行 な え

ば良 い 時 に は メイ ン とア クテ ィ ビテ ィ群 を ま とめ て コ ン

パ イ ル し,す で に コン パ イル され て い る プ ロセ デ ュア と

リン ク して,ま った くSIMBOLプ ロセ ッサが 介 入 せ

ず に バ ッチ的 に ラン させ る事 も可 能 で あ る。

2.SIMBOLの 言 語体 系

A.ス テ ー トメ ン トと コマ ン ド

SIMBOLを 使 って シス テ ムの シ ミュレ ー シ ョンを

行 な うに は,普 通 の 会 話 型 言 語 と同 じ様 に端 末 か らス テ

ー トメン トや
,コ マ ン ドをイ ンプ ッ トして,モ デ ル を構

成 しな くて はな らな い。 ここで,直 接 モデ ル を構 成 す る

為 に使 う もの を ス テ ー トメ ン ト,モ デ ル の実 行 を指 示 し

た り,プ ログ ラ ムの 変 更 や 修 正 な どを 行 な った りす るな

ど,直 接 モ デル と関 係 な く,い わ ば,補 助 的 な手 段 とし

て使 う もの を コ マ ン ドと呼 ん で い る。

SIMBOLの ス テー トメ ン トの 中 に は,普 通 の汎 用

言 語,例 え ばFORTRANに あ る様 な代 入 ス テ ー トメ ン

ト,判 断 ス テー トメ ン ト,繰 り返 し ス テ ー トメ ン ト,入

出 力 ス テー トメ ン トな ど以 外 に,シ ミュレ ー シ ョン言 語

特 有 の もの が 用 意 され て い る。 ス ケ ジ ュー リン グ ・ス テ

・一 トメ ン トや
,セ ッ ト,キ ュー を扱 うス テー トメ ン ト,

統 計 処理 用 の ス テ ー トメン トな どが それ で あ る。

B.World-View

さて,シ ミュレ ー シ 。ン言 語 に お い て は,普 通 の 言 語

と異 って,シ ス テ ム(シ ミュ レー シ 。ンの 対 象 の)を モ

デル 化 す る 時の,い わ ゆ る,World-Viewと い った も

の が 問題 と され る。一 般 に良 く知 られ て い る,GPSS

は,ト ラ ンザ クシ ョン ・タ イ プ,SIMSCRIPTは,・f

ベ ン ト ・タイ プの 言 語 と呼 ば れ て い る。

トラ ンザ ク シ 。ン ・タ・fプの 言語 では,e"く 簡 単 な シ

ス テ ムを モデ ル化 す る場 合 には,ス ッキ リと表現 で きて

便 利 で あ る。 しか し少 し複 雑 な シ ステ ムを シ ミュレ ー ト

しよ う と思 う と,ど うし て も,余 計 な コン トロール を行

な わな い と うま く表 現 で きな い様 で あ る。 一 方,イ ベ ン

ト ・タ イ プの 言 語 で では,モ デル化 に な れ て いな い と,

な かな か 自 由に 使 い こな せ な い面 が るが,反 面,複 雑 な

シ ス テ ム で も十 分 に 表現 し得 る能力 を持 ってい る。

この 他 に,プ ロ セ ス ・タイ プの 言語 とし てSIMULA

を挙 げ る事 が で き る。 この タイ プ の 言語 では,ト ラ ンザ

ク シ ョン ・タイ プの 手軽 さ と,イ ベ ン ト ・ク イ プの 言 語

が 持 つ 表現 性 の両 者 を兼 ね 備 え て い る。SIMBOLの 仕

様 設 計 に 当 た って,特 に オ ン ライ ン ・エ ンバ イラ メ ン ト

に お け るWorld-Viewは どの 様 な もの が 適 して い るか

とい った 問題 に ハ ッキ リした 結 論 を 下 す 事 は,な か な か

困難 で あ った。 しか し,そ れ ぞ れ の 特 徴 か ら見 て,プ ロ

セス ・タイ プが 適 当な の では な い か と考 え る。

C.モ デ ル 記 述 の 要 素

SIMBOLの モ デル は,も ちろ ん ス テ ー トメン トに

よ って組 立 て られ るが,モ デル 化 の 際 に基 本 とな る要 素

とし ては,プ ロセ ス,セ ッ ト,キ ュー とい った もの を挙

げ る事 が で きる。

プ ロ セス は,一 連 の 事 象 を ま とめ て記 述 し た もの で,

例 えば,オ ン ライ ン ・シ ス テ ムの シ ミ ュレー シ ョンを 考

えた 場 合,タ ー ミナル か らイ ン プ ッ トされ た メ ッセー ジ

が,フ ァイ ル に一 時書 き込 ま る,適 当 な 処 理 を経 た後,

再 び ター ミナル に 出力 され る様 な 一 連 の過 程 を1つ の プ

ロセ ス として 表 わ す 事 が で きよ う。 ま た ,セ ッ トや キ ュ

ー に よ って物 の 集 りを 表 わ す 事が で きる
。 例 えば 今 の 例

で,フ ァイ ル に 登録 され て い る メ ッセ ー ジの 集 合 は セ ッ

トで 表 せ る し,フ ァイル に書 き込 まれ る順 番 を待 って い

る メ ッセ ー ジの 集 合 は キ ュー で表 わす 事 が で き る。 キ ュ

ー が セ
ッ トと異 る点 は,平 均 メ〒 バ ー数 とか,他 の 幾 つ

か の統 計 情 報 を 自動 的 に カ ウ ン トす る事 だ け で あ る。

D.ス ケ ジ ュー リング ・ス テ ー トメ ン ト

シ ミ ュレー シ ョン 言 語 に お け る ス ケジ ュー リン グ機 能

は,対 象 シ ス テ ムの 動 的 特 性 を モデル 化 す る為 に 欠 か す

事 が で きな い もの で あ る。

SIMBOLに お け るス ケ ジ ュー リング は,プ ロセ ス
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が 自分 や 他 の プ ロセ ス を適 当 な 時 刻(シ ミュレ ー シ ョン

・ク ロ ッ クに よ る)に 実 行 すべ く計 画 す る事 で あ る。 プ

1]セ ス の概 念 は,GPSSの トラ ンザ ク シ 。ンの考 え方

と良 く似 て い る が,ス ケ ジ ュール リン グ機 能 に お い て,

は っ き りと違 い が見 られ る。 つ ま りGPSSで は,他 の

トラ ンザ ク シ 。ンを直 接 ス ケ ジ ュール す る機 能 を持 って

い な い が,SIMBOLで は,他 の プ ロセ ス を直 接 ス ケ

ジ ュー ル す る機 能 を 持 って い る。 この 為 に,モ デル の 記

述 に お い て,GPSSで は,自 分 を中 心 に 記 述 す るの に

対 し て,SIMBOLで は,1つ の プPセ ス 内 で 自分 を

中心 に 記 述 す る と同 時 に,他 の プUセ ス に対 し て も何 か

働 きか け る3人 称 的 な 表 現 が 可 能 に な って い る。 この意

味 で表 現 形 式 が,よ りrl由 に な る点 で 特徴 が あ る。

ス ケ ジ ュー リン グ ・ス テー トメ ン トとし て用 意 され て

い る もの を 以 下,簡 単 に説 明 し てお くと,

(a)SCHEDULEス テー トメ ン トー 他 の プ ロ セス を 時

間 や,イ ベ ン トと関 連 して ス ケ ジ ュー ル す る。

(b)RESCHEDULEス テ ー トメ ン トー すで に ス ケ ジ

ュー ル され て い るプ ロセ ス を ス ケ ジ ュー ル し な お

す 。

(c)CANCELス テ ー トメン トー す で に ス ケ ジ ュ・一ール

され て い る プ ロ セス の ス ケ ジ ュー ル を取 消 す。

(d)TERMINATEス テー トメ ン トー プ ロセ ス を タ ー

ミネイ トさせ る。 そ の プ ロセ ス は再 び実 行 され る事

は な い 。

(e)DELAYス テ ー トメ ン トー プ ロセ スが 自 分 自 身

をRESCHEDULEす る。

(f)WAITス テ ー トメ ン トー プ ロセ スが キュ ー に 入

り,待 ち状 態 とす る。

(9)WAKEス テー トメ ン トー キ ユ ー に 入 って待 ち状

態 に あ る プ ロ セ スを ス ケジ ュー ル す る。

(h)INTERRUPTス テー トメ ン トー プ ロ セ スを イ ン

タ ラ プ ト状 態 に す る。

(i)RESUMEス テ ー トメ ン トー イ ン タ ラプ ト状 態 に

あ る プ ロセ ス を復 帰 させ る。

E.セ ッ トや キ ュ ー を扱 う ステ ー トメ ン ト

プ ロ セス を メンバ ー とし て セ ッ トや キ ュー が 構成 され

る。(実 際 は ブ ロ ック とい う単 位 が あ り,こ れ もメ ンバ

ー と成 り得 るが ,こ こで は省 略 す る。)プ ロ セ スを セ ッ

トや キ ュー の メ ンバ ー とし た り,メ ンバ ー で あ る もの を

取 りは ず しテこりす る為 に は20の ス テ ー トメ ン トが 用 意

P

ダ ー～一一 へ～ 、映 画 「コ ン ピ ュー タ と ソ フ トウ ェ ア 」

)こ の映画は,通 商産業省重工業局の ご指導の もとに,「 ソ
、

～ フ トウ ェ ア とは どんな もの か 」,「 どの よ うに し て作 られ る

1か 」・脚 ・頂・・めに作成・・ものです.

1映 画は緑の窓 ・捌 に して話 瀧 みます・国鉄の 「緑の窓)

。」は,誰 もが知 。てい る。ンピ。_タ 鞭 。壌 席 予約 の

1シ ス テ 。で す.瀧 を探 し予 約 を す 、、 だ け の騨 な シ ス

)

1テ ムに も 「二人連れが必ず並ん纏 れ ること」な どとい うい

)ろ いうな条件 が入 って くると簡単 にはいか な く,こ こにコン

1・ ・一・の申・子の・・な小びとがいて指 図・風 おり
ノ,て きぱ きと空席 を探 してゆ きます。 しか し,こ の小び とに

〉 対す、命令の与え方次鱗 舗 探しの能率、娘 くもなけれ
)人 ば悪 く も

な ります 。 そ れ は,ソ フ トウ ェアの 良 し悪 しを 意味
ノ

ご 案 内 ・一 ・…-N.一一・)一)㌻

～し ます
。 了

、

結欝ご:㌫竺鷲 二::㌶纂二三 蓬
必要 だ とい うことが画面 によって説明 されます。 このよ うに)

小 びとの躍 極 じて,。 ンピ。一タの申で行 なわれ てい る)

:ご竺 蕊 漂;二1嘉:二麗ハ
ハ

頂 けると存 じます力耕 せて・ソ フ ・ウ ・アの鹸 ・・関 す・}

施策について も紹介 してお ります。

頒布価格1本55,000円

貸出し料(1日)2,000円

(16%カ ラー29分)

、
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'令

され て い る。

(a)INSERTス テー トメ ン トー プ ロ セス を セ ッ トや

キ ューに 挿 入 す る。

(b)REMOVEス テ ー トメ ン トー セ ッ トや キ ュー の メ

ンバ ー とな って い る プ ロセ ス を こ こか ら取 り出 す。

3.イ ン プ リ メ ン テ ー シ ョ ン

この シ ス テ ムは,FACOM230/60に イ ン プ リメ ン ト

され て,TSSモ ニ タM-Vの も とで稼 動 す る。 プ ロ セ

ッサ の大 き さは 約30K語 で現 在 の メ モ リー 容 量 で は オ ー

バ レー 構 造 を 取 ら ざる を得 な い た め,リ エ ン トラ ン トに

は して い な い。 ま た,SIMBOLの 端 末 は 前述 の如 く

キ ャラ ク タ ・デ ィス プ レ イ を用 い てい る。 しか し,現 在

接続 され て い るデ ィス プ レ イはTSS端 末 と して 資格 が

無 く,こ こか らシ ス テ ムの 稼 動 が で きな い。 そ の た め,

タイ プ ライ タ端 末 と組 合 せ て使 用 し,こ こか らLOG-IN,

LOG-OUTを 行 な った り,デ ィ ス プ レイ の ハ ー ドコ ピー

川 とし て使 って い る。 しか し,プ ログ ラ ムの人 力,エ デ

ィ ッ ト,結 果 の出 力 を始 め 一 切の会 話 は原 則 とし て キ ャ

ラ クタ ・デ ィス プ レ イ を通 して 行 な う事 にな って い る。

ま た,SIMBOLは,MVの もとで デ マ ン ド川 の

ユ ー ザ ー ・プ ログ ジ ムの1つ として 動 くよ うにな って い

る。 ま た エ デ ィ ッ ト機 能 は,SIMBOLの エ デ ィ ッ ト

機 能 の 他 に,フ ァイル に 登 録 され て い る プUグ ラ ムに対

し てM-Vて は に 備 え られ てい る デ マ ン ド川 エ デ ィタ ー

・LINEDや バ ッチ 川 ライ ブ ラ リー ・エ デ ィ クー ・L

IBEの 使用 も可 能 で あ る。 従 って フ ァイ ル ・フ ォー マ

ッ トは,こ れ らの ユ ー テ ィ リテ ィ と互 換 性 を持 た せ て あ

る。 ま たSIMBOLが,介 人 せ ず に モデ ル を ラ ン させ

る為 にSIMBOLが コ ン パ4ル して 出 す オ ブ ジ ェ ク ト

・プ ログ ラ ムは,リ ン クエ デ ィター ・LIEDが 扱 え る

フ ォー マ ッ トに合 せ実 行 形 式 プ ログ ラ ムが 作 成 で き る様

に し て あ る。 この 場 合 もプ ログ ラ ムは デ マ ン ド ・ジ ョブ

とし て実 行 す るの で 端末 か ら簡 単 な イ ン タ ラ クシ ョン を

取 る事 が で きる。

●

}
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海外 トピックス

71年 末設置台数142,400台

世 界 の コ ン ピュー タ市場 展 望

⇔<<〉 ⇔

西 独;Z80

英N;7,600tto

米 田 べv'LdF」;ZO50台

84600台 フ ランス;6700台
スペイ ン;720台

㍉,。, .、 、蒜

ブ ラジル

730台

♂ 日本

、
熟
達

篇ヅ

国際 通 貨 の 調 整 とい う経 済 界 の一 段 落 で 閉 じた71年 。

コ ン ピ ュー タ業 界 に は,RCAの 撤 退 に拍 車 が か け られ

再 編 の あわ だ た しい 動 きが 見 られ た。

・西 独 で はNixdorfComputerとAEG-Tclefunken

がTelefunkenComputerGMBHと い う合 弁 会 社

を 設 立 。 これ はRCAと 乎の 切れ たSiemensに と

って も,新 たな 戦 略 を迫 る こ とに な った。Siemens

とて も,こ の グル ー プに 加 わ るか あ るい は 自滅 の 道

を た ど るか,二 者 択 一 を せ ま られ て い る。

・米 国のCDCと 仏 のCIIは ,中 型 シ ス テ ム で共 通

の 本 体 を開 発 す る こ とで 合意 。CDC,CIIそ し

て英 国 のICLが 製 品 の 標準 化 とイ ン タ フ ェー ス を

目的 に 設 立 したMultinationalDataCorp.が 本

格 的 に 始 動 した ひ とつ の帰 結 で あ る。

・政 府 の 強 ノJな支 援 を 受 けた 日本 の メー カー は,日 電,

富 士 通,日 立 の3社 を中 心 に,日 本 市 場 では 競 合 し

二㌶ 當 ㌶ ㍑ 鷲 鷲 竺DP!●
IR,IDC発 行)は,姉 妹 誌EDPEuropaReportの デ

ー タ を合 わ せ て分 析 し,71年 の 世 界 コ ン ピュ・一タ市 場 に

探 りを入 れ た。 以 下 は その 要 約 で あ る。

主要市場の現状

表9は1971年 末 の 各 国別 コ ン ピュー タ設 置台 数,設 置

金 額,GNPの 比 較 で あ る。 全 世 界 に あ る コン ピ ュー タ

の ほ ぼ90%は,主 要8カ 国に入 って お り,こ の8カ 国

(米,日 本,西 独,英,仏,ソ 連,カ ナ ダ,伊)は 世 界

GNPの4分 の3を 占 め る。 事実 各 国の コ ン ピ ュー タ台

数 は,2,3の 例外 は あ るがGNPの 大 小 に 関 連 して い

る傾 向 が あ る。

・米 国 と英 国 は
,GNPに く らべ て も コン ピ ュー タ台

数 が か な り多い。 ちな み にEDP/GNPの 比 率 は

一34一
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ぴ
/

1」4べと西]虫カミ'各々 1.640ら,1.75q・ パこ対 し,'仁 は3.08

9ら,英|ま2.6390て;'～ある.、オぐ,.英0)コ ン ビ、:.一,々ll∫」結

は,共 に新 しい顧 客 の増 大 よ りむ しろ既 白{顧客 に よ

る リプ レイ ス あ るい は グ レ ー ド ・ア ップ で成 長 し て

い る。 しか し経 済 の 回復 お よ び新 し い ア プ リケ ー シ

ョン(特 に テ レ コ ミュニ ケー シ ョンに 関 連 し た も

の)が 導 入 され れ ば,再 度 新 たな 成 長 の 波 が 押 し寄

せ る こ と も予 想 され る。

・ソ連 はGNPに く らべ れ ば ,コ ン ピュ一一ータの 台数 は

極 め て少 な い。 従 って 今 後2～3年 中 に,か な りの

可 能性 を持 つ市 場 とい え る。 しか し これ が西 側 企 業

に と っての 可 能 性 とな る と,需 要 よ りむ し ろ政 治 的

問題 に な る。 もしマ ー ケ ッテ ィン グ や サ ポ ー トに 関

す る チ ャン スが{アえ られ れ ば,米 国 お よ び欧 州 の メ

ー カー は
,ソ 連 が2～3年 中 に 予定 し て い る15,000

台 の うち,か な りシ ェア を 占有 す る こ と も で き よ

う.

・中 国 に つ い て は
,す でに 交 易を行 な って い る英 国 人

に と.)て も,依 然 ミス テ リー に あふ れ た 市場 とい わ

れ て い る。 あ る オ ブ ザ ーバ ー は,原 子ヲJあ るい は ミ

サ イル 関 係 で,中 国は 何 台 か の コ ン ピ ュー クを使 用

し て い るに 相違 な い と指 摘 して い る。 しか し実 際 の

と ころ,IP国 の コ ン ピ ュー タ市 場 は 皆 〔見 当 が つ か

な い し,市 場 可 能 性 に つ い て も1975年 ～80fド とい う

時期 を待 たね ば な らぬ よ うだ。

さて こ うし て見 る と,今 口の ベ ス ト市 場 が,や は り明

日の ベ ス ト市 場 とい うこ とが い え る.次 に欧 州 各 国別 に

主 要 市 場 を 考 察 して み よ う。

〈英国〉

英国llＴ場では通信 とかオンライン処理に対する関心が

増大しているが,基 本的には既存のユーザーが新しい装

表9世 界 各 国 コ ン ピ ュー ター 設 置状 況 臼971年12月31日 現 在)

○

国 名 設置台数
所 有 率

(oθ)

設 置 金額

(100万 ドノの

所 有 率

(o。)

GNP

(10Q.ド ノい

1969年

臼)!二一/でNP

(%}

人 日

{1〔Hlノ」'人)

196～埠

台 数/
人 日100万 人

米 国 84,600 59.4 28,900 60.8 932 3.08 202 417

西 独 7,800 5.5 2,890 6.1 165 1.75 61.2 128

ll本 8,680 6.1 2,860 6.0 174 1.64 105 83

英 国 7,600 5.3 2,475 5.2 93 2.63 55.5 137

フ ラ ン ス 6,700 4.7 2150, 4.5 130 ].65 5LO 131

ソ 連 5,500 3.9 1,460 3.1 260 0.56 241 23
'

カ ナ ダ 3,800 2.7 1,295 2.7 79 1.65 21.5 177

イ タ リ ー 3β00 2.3 LO40 2.2 82 ユ.26 53.1 62

ニ ュ ー ジー ラ ン ド 1,680 1.2 530 1.1 29 1.85 12.9 130

オ ー ス ト ラIlア 1,340 o.9 415 0.9 30 1.40 12.5 ・
107

ス ウ ェ ー テ 馳ン 800 0.6 405 0.9 28 1.43 8.0 100

ベ ル ギ ー 1,050
'

o.〆 35 o.7 23 1.56 9.7 108
・

ス イ ス 755 o.5 315 0.7 19 1.83 6.2 ユ25

ス ペ イ ン 720 0.5 255 0.5 29 0.87 34.1 21

ブ ラ ジ ル 730 0.5 250 0.5 23 LO7 92.3 8

デ ン マ ー ク 390 0.3 175 0.4 14 1.22 4.9 80

南 ア フ リ カ 480 0.4 145 0.3 7 2.06 ]9.6 24

メ キ シ コ 360 0.3 130 0.3 8 L44 48.9 7

フ ィ ン ラ ン ド 255 0.2 105 0.2 9 1.12 4.7 54

ノ ル ウ ェ ー 270 0.2 1〔、0 0.2 ユ1 o.93 3.9 69

計 136,830 46,280 2,145 2.15 1,048 130

そ の 他 5,570 3.8 1,220 2.7 438 0㎡28 2,492 2

合 計 142,400 47、5〈)0 2,583 1.85 ・3、540 40

(:[1ijl!・・EDP,/IR1971-12-17)
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置 に 変1奥(リ プ レ イス)し た り,d")ろ いば よ り鳥↓模 の ノく

きい 装 置 に移 行(ア ヅ ノノ レ ー ド)し て い る 市場 だ,、人

口100万 人 当 た りの コン ピ ュー タ設 置台 数 は137台 で,

欧 州 随 一 を 誇 り,顧 客 の利 用 技 術 も高 度 な もの が あ る。

顧 客 が 高 度 な わ りに は,独 立 系 周 辺機 器の 利 用 が 米 国

ほ どは 広 範 化 して い な い。 これ は 英 国市 場 の特 殊 性 に よ

る もの と.%え られ る。 つ ま り同Tl∫場 で はIBMが 市 場 の

半 分 も占有 して な くて,か わ りに 国策 企 業ICLが シ ェ

ア で トップに 立 一,てい るか らだ。ICLは 海 外製 周 辺 機

器 の ア ク ッチ メ ン ト(付 加)を 拒 ん で お り,新 型 の モデ

ル はIBMテ ー プ とか デ1ス ク ・ ドライ ブ と互 換 性 を も

たせ てい な いt.こ の ため ヒと してlBM互 換 装 置 を生 産

して い る独 立 系 メー カー に と って は,食 い込 む可 能性 が

少 な い 市 場 に な って い る。

〈西 独 〉

西 独 は欧 州 最 大 の コ ン ピ ュー ク市 場 を形 成 して お り,

可 能性 も英,仏 よ り大 きい 。 ユー ザ ー は 電卓 な どま だ 低

度 な レベ ル に と どま って い る と ころ が 多 く,今 後 ア ップ

グ レ ー ドの 可 能 性 が 大 きい 。 米 国 企 業 では,IBMとH

ISが 最 大 の チ ャン スを もって お り,ま たUnivacも 西

独では強いところ観 せて ●

い る。

西 独 の 企業Siemensは

RCAと の ライ セ ンス 契約

最 新 世 界 各 国 コ ン ピ ュ ー タ 設 置 台 数 比 較 表

ユ ー:1'7、 ラ ピ ア

本

港

ト ラ リ

・ラ ン1・

0

に」

7

'D

2

2

5

0

'b

2

【r

7
～

0

8

5

3

2

1|本 は71「19月4く 」見(1ノ}JECC::kる 、3i杏,

の 。品川 に つ い て は 各}1`資 料 か ら力 引 川

i纏II1:± 加2腓 「1:hlDC:こ'る 蹴 そ のf也)
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が な くな り,ま たUnivac

が 米 国 でRCAカ ス トマ ー

・ベ ー ス を買 収 し た こ とで

日下 新 ナこな 方 向決 定 を 迫 ら

れ て い る。 同 じ く 西 独 の

NixdorfとAEG/Tele-

funkenは,政 府 の支 援 を

受 け て合 弁 会 社 を 設 立 した

し,Siemensと して もこれ

に合 流 す るか,あ るい は 一

人 わが を道 くか,今 後 の死

活 問題 に もな りか ね な い だ

けに,重 要 な 意思 決 定 に直

面 して い る。 合 弁会 社Te-

1efunkenComputerは,

Telefunkenの 大 型 本 体 と

EAM(ElectricAccount-

ingMachine)を ベ ー ス と

したNixdorfの マ ー ケ ッ

デ ィ ング を加 味 し,積 極 的

な 売 り込 み を か け る構 え。

〈 仏 〉

仏市場では今なおBul1製

の初期のマシンが多々利用

7

レ

ー
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され て い るた め,欧 州 最 大 の ア ップ グ レー ド市 場 とな っ

て い る。 ま た仏 は全 デ ー タ処 理 装 置の70%が パ リ近 区 に

集 中 して い る とい う特 異 性 を持 ってい る。

仏 は 海外 企業 の オ ペ レ ー シ 。ンに は,伝 統 的 敵 が い心

とい うべ き もの を固 執 し てお り,こ れ は 今後 当 分続 く も

の と考 え られ る。 しか しな が ら仏 政 府 の強 力 な 後 押 しに

もか か わ らず,国 策 企 業CIIは 今 もって 弱 体 で あ る。

米 国CDC,英 国ICLと 共 に 設 立 しナこMultinational

Data社 の 中 で も,CIIは 最 も弱 い 立 場 に 甘 ん じ てお

り,他 メー カー との共 存 あ る いは 協 調 に 依 存 す る傾 向 が

強 ま るか も知 れ な い。 な おCIIの 現 在 製 品 ラ イ ンは,

米 国XDSと の ライ セ ン ス契 約 の もとに 製 造 され て い る

が,XDSは 最 近大 陸 での 直 売 に 力 を入 れ て きて お り,

この意1床で もCIIは 基 盤 の 弱 い と ころ を さ らけ 出 して

い る。

CIIはCDCと の共同開発で進めている新型機に期

待を寄せている。しかしCIIが この連合組織が生み出

す大型機を売 り出す能力があるかどうか危ぶむむきもあ

る。

海外市場は米企業の傘下に

表10米 本国 を除 く海外市場における主要 メー カー別設置状 況(1971年2月31日 現 在)

メ ー カ ー 名 設置1台数 %
金 額

(100万 ドル)

θ

/ひ

IBM 20β40 35.2 9,880 53.1

HIS 7,440 12.9 1,410 7.6

Univac 3,970 6.9 1,050 56

RCA 70 0.1 50 0.3

CDC 725 1.3 620 3.4

Burroughs 1,020 1.8 485 2.6

NCR 3,510 6.1 385 2.1

DEC 3,030 5.2 120 0.6

そ の 他 米国 メー カー 2,095 3.5 270 1.4

米 国 メー カー 小 計 42,200 73.0 14,270 76.7

ICL 4,240 7.3 1,190 6.4

Slemens 860 1.5 390 2.1

CII 335 o.G 65 0.3

1)hilips/NVE 795 1.4 105 o.6

AEG/Telefunken go u.2 65 0.3

そ の 他 欧州 メー カー 680 1.1 ユ25 0.7

欧 州 メー カー 小 計 7,000 12.1 1,940 10.4

富 士 通 2,130 3.7 515 2.8

日 電 1,685 2.9 419 2.2

日 立 95 1.6 365 2.0

東 芝 660 1.2 155 0.8

沖 電 気 525 o.9 115 0.6

その 他 日本 メー カ ー 195 0.3 55 o.3

日本 メー カー 小 計 6,100 10.6 1,615 8.7

そ の 他 2,500 4.3 775 4.2

総 計 57,800 100.0 18,600 100.0

(IDC調 査,EDP/IR72-12-31)

表10は 海 外 市場(米 本 国 を除 い た 世界 市場)に お け る

主 要 メー カー の シ ェアを示 す。 これ を見 る と,米 国 企 業

は 同ll∫場 の4分 の3を 占有 し,ま た欧 州 各 国 で も英 を除

け ば 同様 の パ タ ー ン を示 して い る。 各 国 に よ って,あ る

いは 米 国 各 社 の 力 の 入 れ 方 に よ 〔,て,地 域 ご とに あ る種

の 変 動 は み られ るが,一 口にL「って,米 企業 の ビジ ネ ス

の70%はIBMが 占め て い る。

超 大 型 メー カー,CDCは この と ころ 不 振 を か って い

た が,欧 州 で よ うや く上 昇 ムー ドを 味 わ い つ つ あ る。71

年 秋,米 本 国 市 場 と して は

初 めて,モ デ ル7600が 英 国

マ ン チ ェス ター 大 学 に導 入

され た。 科 学 的 ア プ リケー

シ ョン だ け でな く,CDC

は 特 に 西 独 に お い て銀 行分

野 へ の 進 出 も開 始 し て い

る。

欧 州 市場 で は リセ ッシ ョ

ンが は じま って も,大 型 マ

シ ン ・ビ ジネ ス が強 い と こ

ろ を 見 せ た。 これ は主 とし

て 欧州 各 政 府 の援 助 と大 き

な 大 学 の 要 求 に 因 っ て い

る。Univac1110お よ び

1106に 対 す るオ ー ダー も,

高 い ペ ー ス を保 った 。 少 々

出 遅 れ た感 の あ る,IBM

370/135よ びお370/165も,

数 多 くの 注 文 を得 て い る。

ま た ミニ ・シ ス テ ムの 需 要

も大 きい もの が あ った。 こ

れ は コ ン ピュー タ を初 めて

導入 す るユ ー ザ ーが,最 初

一37一
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に ミニ ・シス テ ムを入 れ た こ と,大 規 模 な デ ー タ通 信 ユ

ー ザ ー が クー ミナル として これ ら ミニ ・コン ピ
ュー タを

導 入 し た ことに よ る。

Burroughs社 は英 国 に お け る大 型 バ ンキ ング ・シ ス

テ ムに 関 す る問 題 を解 決 し,新 たな 顧 客 をつ か み つ つ あ

る。NCRは 英 国 で十 進 法 を採 用 し た結 果,か な りの 影

響 を 受 け,ス コ ッ トラ ン ドの会 計機 」二場 で2,000名 の レ イ

・オ フ を余 儀 な く され た、,しか し海 外 で の ビジ ネ ス に は

新 たな 意 気 ごみ をか け てい る。 そ して 最終 的 に は,71年

の受 注 は 前年 比10%～15%増 を達 成 して い る。

Honeywell社 はGEコ ンLoユ 一字タ部 門 買収 の後 の統

合 を かか え,ユ ー ザ ー は この 間 待 機 の 構 え を と って い

た。 しか し この ムー ドも1972年 中 に は徐 々 に解 消 し,結

果 的 に は 強 力 な 地 位 を 獲 得 す る もの と見 られ る。 特 に 同

社 の 場 合,仏 市 場 で の 進 出 が期 待 され る。

コンピュータを赤 く染め る時か

対 共 産 圏 向 けの 貿 易 規 制 が 緩和 され る に つれ,西 側 メ

ー カ ーは 共 産 諸 国 か らの コン ピ
ュー タ需 要 を敏感 に感 じ

と って い る。IBMは71年10月,レ ニ ング ラー ドで行 な

わ れ た見 本 市 に シ ス テ ム360/50を 展 示,注 文 を得 てい

る。72年4月 に も,モ ス コー で 同種 の コン ピ ュー タ ・シ

ョウが ユり定 され,Burroughs,CDC,DEC,Honey-

wcll,Univacが か な り力 を人 れ て準 備 を進 め て い る。

ま た この シ 。ウ には,周 辺機 器 メー カー も積 極 的売 り込

み を か け て くる こ とが 予 想 され る。

実 際 ソ連 は,コ ン ヒ。ユ一 夕 をの どか ら手 が 出 る程 欲 し

が っ てい る よ うだ。 目 下推 進 中の5カ 年 計 画(1971年 ～

1975年)で は,12,000～15,000台 の 第3次 世代RJAD

コ ン ピュー タを生 産 す る予定 だ。 この 計 画 が 完 遂 で き る

か ど うか は 疑 問 視 され て い る が,こ れ だ けの 需 要 が あ る

ことは 確 実 だ と考 え られ る。

コ ン ピ ュー タに 対 す る熱 望 は
,東 欧 諸 国 で も同 じ で あ

る。 ユ ー ゴ ス ラ ビア で開 か れ たIFIPS'71大 会 では,

米 国 メー カ ーの セー ル ス マ ンや対 東 欧販 売 部 の代 表 者 が

東 側 の 出 席 者 か ら取 りまか れ る場 面 が度 々 あ った。 しか

し これ ら諸 国 との 取 引 きで は,輸 入 認 可 とか そ の外 諸 々

の 内 部 処 理 を 取 りつ けね ば な らず,や っか いな 問題 もあ

る。 ちな み に米 国 企 業 と東 欧 諸 国 が取 引 きをす る場 合,

先ず米国メーカーが商務省輸出管理局 とNATO調 整委

員会の認可をとるのに4～6ケ 月かかる。次いで顧客側

が,各 々の国の中央計画局か ら認可を得るのに6～9ケ

月,さ らに各々の国の外貨管理委員会の認可状をとりつ

ける必要がある。従って東欧圏にコンピュータを売るに

は,何 よりも忍耐が美徳になる。

欧州企業は決断の時

さて最後に,欧 州 コンピュータ市場を欧州メーカー側

から眺めると,事 態はかな り厳しい ところにさしかかっ

ている。 「欧州の宿命」 とまで言われる企業連合をのぞ

けば,欧 州各社の存在 さえも危ぶまれている。各国のナ

シ。ナリズムをむ き出しにした対米企業対策 も,米 各社

が重要な雇い主 となっている点を考えると,政 府の遠吠

えに終 りかねない。欧州企業のR&D資 金は,合 計して

9,000万 ドル程度,こ れはIBMが 年間に投資するR&

D資 金4億 ドルには遠 くお よぼない。また全世界をまた

にかけている米企業は,た とえ輸入税を付加して も地元

の欧州各社よ り安い値段で出荷できる程莫大な生産を誇

っている。英国のEC加 盟で,欧 州勢に巻 き返しの気運

が盛 りあがることは予想されても,英 国あるいは大陸で

生産している米企業 も同じく有利な立場を占めることに

なる。 この危機をむかえて,欧 州コンピュータ業界が ど

んな決断をみせるのか,今 後が注目されよう。
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見 学 者 視 察 等 受 入 れ 状 況
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昭和46年1月 から12月末までに当財団を来訪 した見学者および視察者はつぎのとおりである。

岡山県北部総合情報 センター視察研究団(5名)

日本電子専門学校学生(41名)

中学校技術科目教諭(15名)

調布市小中学校校長会(20名)

農林省農業者大学校学生(40名)

パキスタン政府(セ メント課長 他3名)

フランス郵政省(デ ータ処理および特別ネットワーク局長補佐Mr.Deniiei'y他4名)

歯車工業界関西支部(30名)

田川製紙社員(3名)

電々公社職員(10名)

中小企業振興事業団(中 小企業診断士養成課程事務管理部門)(63名)

西 ドイツEDP使 節団(経 済省情報技術参事管Mr.D.Kahl他11名)

日本電子専門学校情報処理科2年 生(42名)

瑞穂歯科工業社員(5名)

山形県立米沢興譲館高校教諭(10名)

足利工業大学学生(6名)

大阪高鷲農協実行役員会(70名)

北海道旭川商業高校生徒(137名)

富士学院生徒(自 衛官)(9名)

ルーマニア議員団(Mr.S.Birlea他5名)

北海道教育委員会(35名)

ソ連ウクラ・fナ科学アカデ ミー(Mr.Glushkov他1名)

工業技術院鉱山資源研究所,情 報処理研究グループ(27名)

21世 紀教育の会(100名)

、 スライ ド 「や さしいコボル」 ご案内

■ ス ライ ドの 特長

1.プ ログ ラ ミン グ,計 算 機,数 学 な どの 知 識 の ま っ

た くな い初 心 者 を対 象 とし,や さしい 処 理 か ら順 次

解 説 し て い る。

2.例 題 の プ ログ ラム と練 習 問題 とは,実 際 の 仕 事 の

プ ログ ラム に応 用 で きる よ うに,基 本 的 な パ ター ン

を選 ん で あ る。

3.ス ライ ドに あ わせ て,録 音 テー プ と教 科 書 とが あ

、

り,自 習 用 に も,学 校 や 社 内 で の 研修 用 に も,好 適

な材 料 で あ る。 ・

4.コ ボル 規 格 に 厳 密 に あわ せ て あ り,ど の コ ン ピ ュ

ー タに もその ま ま適 用 で き る
。

頒 布 価 格46,000円

貸 出 し料(1日)1,000円

(カ ラー,222コ マ,テ ー プ付)
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JIPDECだ よ
(ジ プ デ ック)

り

〔理事の任免〕

昭和47年1月12日 付け当財団理事稲葉秀三氏外13名 の

任期満了に伴い,次 の者を引き続 き理事 として主務大臣

に承認申話中のところ1月13日 付け承認を得,就 任され

た。

理 事 岡村 総否(社)電 子通信学会会長

〃

〃

〃

〃

〃

〃

'
'
"

〃

㎜

械
轍

飼

馴

耽

杣
緬

鵬

輌

山下

武(社)情 報処理学会会長

繁(財)電 波技術協会会長

称事n本 電子計算機(株)取締役社長

茂樹 日本電信電話公社総務理事

治 国際電信電話(株)常務取締役

鰍 鵠響繁 懸㌶鹸銀

次郎(財)電 気通信協会会長

成徳 エレクトロニクス協議会会長

禎三(社)経 済団体連合会副会長

一夫(社)行 政情報システム研究所

会長

英男 東京大学名誉教授

また,昭 和47年3月1日 付け松原与三松氏の後任とし

て和田昌博氏((財)大 阪科学技術センター会長)が 就任

された。

〔人事移動〕

昭和47年2月1日 および2月10日 付けで下記のとお り

移動があった。

○新任

技術部長

中島栄之助(日 本電信電話公社データ通信本部総

括部渉外調査役より出向)

技術部技術課長

飯田 勝二(日 本電信電話公社東海電気通信局デ

ータ通信部調査役より出向)

○退職

前技術部長

高橋 澄夫(日 本電信電話公社データ通信本部普

及開発部長に復帰)

前技術部技術課長

境 良夫(日 本電信電話公社データ通信本部第

2デ ータ通信部調査役に復帰)

心 心

・●

スライ ドおよび映画のご案内

ス ラ イ ド お よ び 映 画
頒 布 価 格

摘 要
一 般 賛助会員

SIP65に よる基 本 プ ロ グラ ミン グ(ス ラ イ ド) ス ラ イ ド 45,000円 40,000円 280コ マ 、 テ ー プ付 き

や さ しい コ ン ピ ュ ー タ(ス ラ イ ド) ス ラ イ ド 45,000円 40,000円 カ ラ ー 、220コ マ 、テ ー プ付 き

や さ しいFORTRAN(ス ラ イ ド)

ス ラ イ ド 40,000円 35,000円

カ ラ ー 、222コ マ

テキズ ト 550円 450円

や さ しい コ ボル(ス ラ イ ド)

9ス ラ イ ド
46,000円 41,000円 カ ラ ー 、222コ マ 、 テ

ー プ付 きテ キ ス ト 550円 450円

経 営 と コ ン ピュ ー タ(映 画)
一 55,000円 50,000円 旧りふカ ラ ー 、27分

コ ン ピュ ー タ と ソ フ トウ エ ア(映 画)
… 55,000円 50,000円 16りふカ ラ ー 、29分

※貸 出制 度 … …貸 出料 は、1日 に つ き スラ イ ド1,000円(賛 助 会 員800円)映 画2,000円

一40一
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報 告 書 一 覧 表

米国,西 独および仏国にわける情報処理の実態

データ・コード標準化体系調 査報告、彗

ソフトウェア需要構造調 査報]1ゴ}」}

海外の情報産業

オンライン ・システム技術の動向

産業の情報化に関する調査報告書

伝送制御の標準化

経営情報調査報告書(皿)

情報処理サービス業の実態調査

産業における情報化の進展とその問題点(II)

経営 〕う測のためのデータ・マネージメン ト

デ ィスプレイ ・システムの研究開発

遠隔情報処理システムの研究開発

機械－E業の生産情報システムにおける意思決定機構の解析

中小企業向け標準販売管理システム解説書

米国における情報処理産業の実態

東欧における情報処理の実態

分 類 吊 り

45-ROO1

45ROO2

45ROO3

45ROO4

45ROO5

45ROO6

45-ROO7

45ROO8

45ROO9

45RO10

45.SOO1

45-SOO2

45SOO3

45SOO4

46-ROO1

46ROO1

頒 布 価 格(一'般)

800

2,000

泊庫 な し

1,500

1,300

2,000

400

1,300

700

700

1,800

3,500

1,500

1,700

2,810

800

未 定

賛助 会 員

600

1,600

1,300

1,100

1,600

300

1,000

500

500

1,500

2,800

1,200

1,400

2,810

600

当 財 団 の 活 動 等 に つ い て の 問 合 先

`

当財団の活動について詳 しくお知 りにな りたい場合は,下 記あてご連絡 ください。

当財団庶務的事項全般 については

当財団の事業内容については

各種調査については

電話 東 京(03)434-8211(大 代 表)

総 務部庶 務課(内 線470)

総務 部企 画課(内 線477)

シス テムの調査研 究 につ いて は

総務部調査課(内 線286)

技術部研究課(内 線478)

シス テム及 び プ ログ ラムの研究 開発 につ いては ……開発 本部 シス テ ム課 又 は開発 課(内 線215)

情 報処 理 に関す る コンサル テ ィングにつ いては 開 発本部 管理 課(内 線527)

情報処理教育 については

情報処理に関す る各種標準化については

情報処理 シンポジウムの内容については

報告書等各種出版物の入手については

技術部教育課(内 線475)

技術部技術課(内 線536)

総務部調査課(内 線538)

総務部庶務課(内 線470)

L __r畠 田LL ∠
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薮 日本情報処理開発センター
東 京都港区芝公園3丁 目5番8号 機械振興会館 内(〒105)

電 話 東京(03)434-8211(大 代表)
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